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調査結果の概要 

目的：本調査の目標は、AED の販売台数および設置台数等の現状を明らかにすることである。 
方法：国内の AED 製造販売業者に対し、①製造販売業者数、②年間販売台数、③AED の耐

用年数、④廃棄登録台数等のデータ提供を依頼し、得られたデータを分析した。 
結果：2024 年の 1 年間で、医療機関や消防機関以外の一般市民が利用可能な場所に新たに設

置された、もしくは更新された AED は 119,634 台であった。これまでの累計販売台数は 150
万台に迫る規模となっている。機器の耐用年数から考慮した 2024 年 12 月末時点の設置台数

は約 71 万台と推定された。AED の廃棄台数の捕捉率は 61.5％であったが、製造販売業者間

で 52％～100%と大きな差が見られた。2023 年の統計から算出すると、AED が設置されて

いる場所において 312 台に 1 台の割合で電気ショックが行われた。 
考察：2023 年までの 7 年間の年間約 10 万台の販売実績と比較して、2024 年は約 2 割増加し

ており、過去最高記録となった。全国的かつ強制的な登録制度が存在しないため設置台数の

正確な把握は困難だが、通信機能を搭載した AED の普及により改善の可能性がある。廃棄

台数の捕捉率向上のためには、製造販売業者による取り組み強化と購入者の理解が不可欠で

ある。 
まとめ：AED はわが国の救急医療体制において欠くことのできない存在となっている。AED
の適切な管理と廃棄登録の徹底が課題であり、製造販売業者と購入者双方の協力の下、継続

的な調査と対策が求められる。 

 

A．研究目的 

2004 年、一般市民への AED 使用許可を契機

として、公共の場等へのAED設置が開始された。

その後、AED の普及は着実に進展し、現在では

日本の社会インフラとして不可欠な存在となっ

ている。このような背景において、国内における

AED の販売台数や設置台数に関する統計データ

は、わが国の救急医療システムの基礎情報として

極めて重要である。 
本調査の目標は、AED の販売台数および設置

台数等の現状を明らかにすることである。 
 
なお、本調査は経年的に実施している調査が中心とな

っている。したがって、本報告書についても前年と同様

の記載内容を踏襲している。 
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B．調査方法 

AED の製造販売業者に、次の項目に関するデ

ータの提供について依頼し、提供されたデータを

分析した。 
 
（調査項目） 

① 本邦の AED 製造販売業者数 
② 年間（令和 6 年（2024）年１月～12 月）の

AED の 販売 （出荷）台数（実績ベース）、販

売先（医療機関、消防機関、およびそれ以外の

AED（以後、医療機関、消防機関以外に販売

された AED を「 PAD 」（ Public access 
defibrillator)と呼ぶ ）別、都道府県別の販売

台数 
③ AED の耐用期間（PAD に限る） 

わが国で 2024年中に販売されていた機器本体

を対象とした。 
なお、医療機器の「耐用期間」は、“医療機器

が適正な使用環境と維持管理の基に、適切な取

扱いで本来の用途に使用された場合、その医療

機器が設計仕様書に記された機能及び性能を

維持し、使用することができる標準的な使用期

限”と定義されている 1) 。AED 本体の耐用期

間は、製造販売業者が使用環境、単位時間内の

稼働時間や使用回数などを考慮し、耐久性に係

るデータから設定されている。耐用期間と保証

期間は一致せず、一般に保証期間の方が短い。 
④ 廃棄登録台数（PAD に限る） 

これまでに廃棄登録された台数（更新を迎えた

AED などを同じ製造販売会社が新しい AED
で置き換えた場合や、AED の管理者から廃棄

したと報告があったもの等） 
 

C．調査結果 

1）AED の製造販売業者数 

本邦の AED の製造販売業者数については、平

成 16（2004）年当初３社であったが、徐々に増

加し令和 6 年（2024）年１月現在８社となって

いる。当年中に新たな業者１社の参入があった。 
2）AED の販売台数 

・販売台数の累計 
平成 16（2004）年７月から令和 6 年（2024）

年12月末までのAEDの販売台数の累計を図表１

に示す。 
 
図表１ 

AED 販売台数の累計 

（20 年間：2004～2023） 

医療機関 233,702  13.3% 

消防機関 33,044  1.9% 

PAD 1,495,285  84.9% 

合計 1,762,031  100% 

PAD（Public access defibrillator)：医療機関、

消防機関以外に販売された AED 
 

 
・平成 16（2004）年以降の AED の販売台数の

累計のこれまでの推移を図表２（文末）に示す。 
・平成 16 年（2004）以降の年間の AED の新規

販売台数を図表３（文末）に示す。令和６年

（2024）年中に、119,634 台の PAD が販売さ

れた。 
・令和６年（2024）年１月～12 月の都道府県別

の PAD の販売台数を図表４（文末）に示す。 
 
3）AED の耐用期間 

AED の製造販売業者によって、わが国で販売

されている AED 本体（2024 年中）の耐用期間

を（図表５）に示す。最短 6 年、最長 10.5 年、

平均 7.9 年（単純平均、前年比＋0.0 年）、最頻値

8 年であった。 
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図表５ 販売されている AED 本体（2024 年中）

の耐用期間 

機器名 
耐用 

期間 

2024 年 

販売 

カルジオライフ AED-3250 8 〇 

カルジオライフ AED-3151 8 〇 

カルジオライフ AED-3150 8 〇 

カルジオライフ AED-3100 8 〇 

カルジオライフ AED-3101 10.5 〇 

カルジオライフ AED-2151 6 〇 

サマリタン PAD 450P 8 〇 

ライフパック CR2 8 〇 

サマリタン PAD 350P 8 〇 

サマリタン 360P 8 〇 

ライフパック CR2 オートショック 8 〇 

ハートスタート HS1+e 8 〇 

ハートスタート FRx+e 8 〇 

シーユーＳＰ１ 7 〇 

IPAD シーユーSPR 8 〇 

ZOLL AED Plus 8 〇 

ZOLL AED 3 8 〇 

HDF-3500 7 〇 

RQ-6000 8 〇 

ベネハート C1A 8 〇 

ベネハート C2 8 〇 

ベネハート C2 オート 8 〇 

平均耐用期間（全製品） 7.93  
8 社 

22 種 

 

 

4）廃棄登録台数（PAD に限る） 

・各製造販売業者が把握している PAD の廃棄登

録台数の合計のこれまでの累計は 423,360 台

であった。 
・この一年間の新規の廃棄台数の登録は 65,602

台であった。昨年の 50,233 台から大きく増加

(＋31%)した。 
 

5）製造販売業者の登録上の設置台数 

2）の PAD の累計販売台数から、廃棄登録台

数を差し引くと 1,071,925 台となり、製造販売業

者の登録上は、この台数の PAD が市中に存在す

ることになる（図表６）。 
 

図表６ 
  

 製造販売業者の登録上の設置台数 

 ① PAD 累計販売台数 1,495,285  
 

② うち累計廃棄台数※ 423,360  
 

（2023 年の新規の廃棄登録数） 65,602  
 

③ 廃棄の割合（②／①） 28.3% 
 

④販売累計-廃棄累計 1,071,925  
  

※各製造販売業者が把握しているものに限られている 

※PAD（Public access defibrillator)：医療機関、消防機関以

外に販売された AED 

 

6）AED の廃棄台数の捕捉率 

「AED の廃棄台数の捕捉率」を、「販売され耐

用年数を超えた AED のうち、製造販売業者によ

って廃棄登録された割合」と定義し、次の前提を

置き試算した。その結果、AED の廃棄台数の捕

捉率は 61.5％であった。昨年の 59.4％より 2.1％
上昇した。廃棄台数の捕捉率の経年変化を示す

（図表７）。 
 

図表７ 廃棄台数の捕捉率の経年変化 

＜捕捉率の算定の前提＞ 

●当時販売された AED は７.0 年ですべて耐用期間を迎

える 
●耐用期間を迎えた AED は、１年以内に廃棄登録され

る（販売から廃棄登録までに要する期間を８年と仮定） 
●つまり、2016 年までに販売された AED（累計販売数
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688,329 台）はすべて廃棄登録の対象となる 
●2024 年までの累計廃棄登録台数：423,360 台 
 （前年 357,758 台） 

→廃棄 AED の捕捉率 
＝423,360／688,329＝61.5％（前年＝59.4%） 

 
 

各製造販売業者別にみると廃棄台数の捕捉率は

52％～100%と大きな差があった。 
 

7）耐用年数からみた設置 PAD 台数の推定 

販売された PAD のうち、機器の耐用年数（７

年：2017 年時に販売されていた機器の平均）内

にある PAD、つまり、2018～24 年までの７年間

に販売された PAD はすべて設置されており、

2017 年までに販売された PAD はすべて廃棄さ

れる（適切に使用できない状態も含む）と仮定す

ると、2024 年 12 月末時点で、わが国には、71.4
万台が設置されているものと推定できる。（図表

８）。 
 
図表８ 

設置されている PAD の推定 

（耐用年数内（７年）にある PAD） 

（2018～24 年の合計） 713,848      
PAD（Public access defibrillator)：医療機関、消防機関

以外に販売された AED 

 
 
耐用年数からみた設置 PAD 台数（推定）の経

年推移を図表９に示す。 
 

図表９ 耐用年数からみた設置 PAD 台数（推定）の

経年推移 

 

8）PAD の使用頻度 

総務省消防庁の「救急・救助の現況」（令和５
年度）によれば、PAD によって電気ショックを
実施された傷病者数（2023）は 2,214人である。
2023年に 690,352台の PADが設置（耐用年数か
らみた設置 PAD台数）されていたと想定（昨年
度報告）しており、2023年中に、電気ショック
を行うために 312台に１台のPADが使用された
と試算できる。台数あたりの PADによる電気シ
ョック実施の推移を図表１０に、一般市民が目撃
した心原性心停止に一般市民がAEDによって電
気ショックを実施した割合の推移を図表１１に示
す。（※図表 11 は、総務省消防庁の救急救助の現
況のデータのみを用いて作成） 

 
 

図表１０ 電気ショック 1 件あたりに配置されている

AED数の推移（年間に何台に一台のAEDが使用

（電気ショックを実施）されたか 

 
 

図表１１ 一般市民が目撃した心原性心停止に一

般市民が AED によって電気ショックを実施した割

合の推移 

 

18



D．考察 

1．年間の販売台数と累計販売台数 

2024 年の 1 年間で、医療機関や消防機関以外

の市中に新たに設置された、もしくは更新された

AED は 119,634 台であった。これは 2023 年ま

での 7 年間における年間約 10 万台の販売実績と

比較して約 2 割増加しており、過去最高記録とな

った。 
2017 年以降の AED 設置状況と、AED の耐用

年数が 7～8 年であることを考慮すると、現在の

販売の中心は新規設置よりも設置済みAEDの更

新需要が主となっていると考えられる。 
 

2．AED 設置台数の推定方法とその限界 

AED の販売台数は、全製造販売業者からの一

次情報に基づいて集計されているため、数値の信

頼性は高いと考えられる。一方、設置台数につい

ては、全国的かつ強制的な登録制度が存在しない

ため、正確な状況の把握は困難である。本調査で

は、耐用年数の観点から設置されている AED 台

数を推定しており、販売された AED のうち、耐

用年数内のものはすべて設置され、耐用年数を過

ぎたものはすべて廃棄されているという仮定の

もとで算出している。しかしながら、この推定手

法には限界が存在する。販売された AED が直ち

に市中へ配置されるとは限らず、また耐用年数を

経過したAEDが即座に回収されない事例も想定

されるからである。よって、この推計値は実際の

設置台数と完全に一致するものではないと言わ

ざるを得ない。 
近年、通信機能を搭載した AED の販売が少な

くとも３社の製造販売業者によって販売されて

いる。将来的に、すべての AED が通信機能内蔵

型に移行されれば、日本全国に設置されている

AED の状況をリアルタイムで把握することが可

能になると期待されている。この技術の進歩によ

り、現在の推定方法の限界を克服し、より正確な

設置台数の把握が実現される可能性がある。 

AED の設置情報が正確に把握できるようにな

れば、消防機関の通信指令センターとの連携強化

が図られ、119 番通報時における最寄り AED の

案内などが可能となる。これにより、バイスタン

ダー（その場に居合わせた人）による AED 使用

率の向上が期待できる。 
 

3．廃棄登録の把握 

前年にも述べているとおり、AED は「医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律」に規定する高度管理医療機器及び特

定保守管理医療機器に指定されている 2) 。また、

その製造販売業者は、厚生労働省より「AED の

設置者の全体の把握に努め、円滑な情報提供が可

能となるよう設置者の情報を適切に管理する」3)

ことを求められている。これは、かつて AED を

いざ使用しようとした際にバッテリー切れなど

によって使用できなかった事例が相次いだ 4) こ
とを背景としている。近年でもバッテリー切れ等

により AED が使用できない事例が生じている 5)。

このような状況を踏まえ、AED の製造販売業者

は、自社の販売した AED の廃棄台数について、

正確な数の把握が求められていると言える。 
今回の調査では、廃棄台数の捕捉率（販売され

耐用年数を超えた AED のうち、製造販売業者に

よって廃棄登録された割合）は全体で 61.5％で

あった。これは前年より 2％上昇したものの、依

然として耐用年数を超えた AEDの約 4 割が捕捉

されていない状況である。各製造販売業者別にみ

ると捕捉率は 52％から 100％と大きな差がある

ことが明らかになった。 
これまで低い捕捉率にとどまっていた製造販

売業者の底上げもあり、全体としては前年より改

善したが、100％捕捉に向けた取り組みが引き続

き必要である。AED 廃棄台数の正確な把握は、

機器の適切な管理状況を判断する重要な指標の

一つであるため、各製造販売業者はさらなる改善

努力が求められる。 
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E. 結論 

本調査により、2024 年の日本における AED
の販売状況と設置状況の現状が明らかとなった。

2024 年には約 12 万台の AED が新たに設置（古

くなった機器の更新も含む）された。これまでの

累計販売台数は 150 万台に迫る規模となってい

る。2024 年 12 月末時点での実際の設置台数は約

71 万台と推定される。今後の課題としては、AED
の適切な管理体制の構築と使用済み機器の廃棄

登録の徹底である。この課題解決には製造販売業

者による取り組み強化とともに、購入者や管理者

の深い理解が不可欠である。AED は国民の命を

守るライフラインとして極めて重要な存在であ

るため、今後も継続的な調査と効果的な対策の実

施が必要である。 
 
本調査は経年的なデータの積み重ねが重要と考えてお

り、前年度に実施した調査を元に調査、報告している。

したがって、報告書についても前年と同様の記載がある。 
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なし 
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図表４ 都道府県別の PADの販売台数 （令和６年（2024）年１月～12月） 

 
 

北海道 4,024  
青森 967  
岩手 843  
宮城 2,279  
秋田 680  
山形 884  
福島 1,753  
茨城 2,666  
栃木 1,760  
群馬 1,808  
埼玉 6,369  
千葉 5,867  
東京 17,488  
神奈川 7,138  
新潟 1,774  
富山 776  
石川 859  
福井 622  
山梨 945  
長野 2,148  
岐阜 1,541  
静岡 3,715  
愛知 7,443  
三重 1,569  

滋賀 1,150  
京都 1,642  
大阪 8,249  
兵庫 3,874  
奈良 844  
和歌山 637  
鳥取 390  
島根 782  
岡山 1,520  
広島 2,118  
山口 1,185  
徳島 909  
香川 867  
愛媛 1,525  
高知 568  
福岡 3,994  
佐賀 478  
長崎 844  
熊本 1,442  
大分 955  
宮崎 820  
鹿児島 1,306  
沖縄 1,253 
総計 119,634  
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『AED の適切な利用環境の構築に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

全国 AED 設置情報データベースの整備に関する研究 

 

研究分担者 丸川征四郎 吹田徳洲会病院集中治療センター 

      田邉 晴山 救急振興財団救急救命東京研修所 

      石見  拓 京都大学医学研究科社会健康医学系専攻 

      横田 裕行 日本救急医療財団 

研究協力者 島本 大也 京都大学医学研究科社会健康医学系専攻 

      木口 雄之 京都大学医学研究科社会健康医学系専攻 

      庄司 隆広 札幌市消防局警防部警防部指令一課 

      石井 健人 電子情報技術産業協会体外式除細動器 WG 

      杉山 勝彦 電子情報技術産業協会体外式除細動器 WG 

      甲斐 龍也 日本救急医療財団研修研究部 

      宗前 勝彦 日本救急医療財団研修研究部 

      吉田 雅史 日本 AED 財団 

      小川みどり 日本 AED 財団 

      宮本 圭造 堺市消防局警防部通信指令課 

      片岡 竜彦 堺市消防局救急部救急課 

      高田 豪士 堺市消防局 

      三田村秀雄 日本 AED 財団 

      坂本 哲也 帝京大学医学部救急医学講座 

 

研究要旨 

研究目的：本研究は我が国における心停止傷病者の救命率向上のため、AED の設置情報収

集・提供体制の現状を明らかにし、さらに、網羅的かつ正確な AED 設置情報を一元的に集

約・提供する「全国 AED 設置情報データベース／日本 AED マップ（仮称）」構築について

の理念、枠組み、実現方策を検討し提言することを目指した。 
研究方法：調査方法として、①既存システム（日本救急医療財団「全国 AED マップ」、日本

AED 財団「AED N@VI」等）の機能・運用状況分析、②AED 製造販売業者・消防機関等へ

のヒアリング、③研究班会議での討議（基本理念、データ項目、運用体制等）、④提言のとり

まとめを行った。 
研究結果：複数の AED 設置情報提供システムが並立する現状を明らかにするととともに、そ

れらを解決するための全国 AED 設置情報データベースの必要性とその理念と効果、データ

ベースの具体的構造、整備工程表、今後の主要課題を明らかにし、「全国 AED 設置情報デー

タベース構築に向けた報告書（提言）」をとりまとめた。 
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考察：複数システムの並立は利用者の混乱、設置者の負担増、社会的リソースの非効率配分を

招いている。一元化データベースは網羅性・正確性・即時性を追求し、多様な利用者ニーズ

に応えるべきである。特に 119 番通報時に最寄り AED を即座に指示できる体制は救命率向

上に直結する。課題として、ステークホルダー間協力体制の構築、情報登録・更新のインセ

ンティブ設計、登録義務化の是非、個人情報保護とのバランス、および持続可能な運用財源

の確保が挙げられる。 
結論：心停止傷病者救命率向上のため、AED 設置情報収集・提供体制の課題を分析し、一元

化された「全国 AED 設置情報データベース構築に向けた報告書（提言）」としてまとめた。

今後は関係者間の連携強化により、「緊急時に誰もが迅速に AED を使用できる社会」の実現

に向けた具体的取り組みを推進することが必要である。 

 

A．研究目的 

本研究は、我が国における心停止傷病者の救命

率向上に資するため、自動体外式除細動器

（AED）の迅速かつ効果的な使用に不可欠な設

置情報の収集・提供体制における現状の課題を明

らかにすることを第一の目的とする。さらに、こ

れらの課題を解決し、国民が緊急時に AED を円

滑に利用できる環境を整備するため、網羅的かつ

正確な AED 設置情報を一元的に集約・提供する

「全国 AED 設置情報データベース／日本 AED
マップ（仮称）」の構築について、その理念、具

体的な枠組み、実現に向けた方策等を検討し、提

言することを目的とする。 
 

B．研究方法 

本研究では、以下の方法を用いて全国 AED 設

置情報データベースの整備に関する調査及び検

討を行った。 
1）既存システムの調査・分析 

現在国内で運用されている主要なAED設置情

報収集・提供体制（一般財団法人日本救急医療財

団「全国 AED マップ」、公益財団法人日本 AED
財団「AED N@VI」等）について、その機能、

登録状況、運用体制、課題等を詳細に調査・分析

した。 

2）関係者へのヒアリング及び意見交換 

AED 製造販売業者、消防機関、既存 AED 情

報提供団体等の専門家や実務担当者に対し、現状

の課題認識、データベース構築への期待や懸念、

協力体制等についてヒアリングや意見交換を重

ね、多角的な視点から情報を収集した。 
3）研究班会議における討議 

上記調査・分析結果及び収集した意見に基づき、

研究班内で「全国 AED 設置情報データベース」

の基本理念、目標、全体構造、データ項目、運用

体制、整備工程表、解決すべき課題等について継

続的な討議を重ね、その具体化を図った。データ

の網羅性・正確性確保策、持続可能な運用体制、

データ欠損リスクへの対応等についても検討を

行った。 
4）提言の取りまとめ 

上記の調査・検討結果を踏まえ、心停止傷病者

の救命率向上に貢献するための「全国 AED 設置

情報データベース」の構築に関する提言として報

告書に取りまとめた。 
 

（倫理面への配慮） 

本研究は、AED 設置情報という公共性の高い

情報に関するシステム構築の検討を目的として

おり、人を対象とした医学的研究ではなく、個人

情報を扱う研究ではない。 
AED 設置情報に関する検討にあたっては、情
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報提供の同意の要否、情報提供者のプライバシー

保護、情報システムのセキュリティ確保および適

切なデータ管理について十分な配慮を行った。 
 

C．研究結果 

複数のAED設置情報提供システムが並立する

現状と併存することによる課題を明らかにする

ととともに、それらを解決するための全国 AED
設置情報データベースの必要性とその理念と効

果、データベースの具体的構造、整備工程表、今

後の主要課題を明らかにし、「全国 AED 設置情報

データベース構築に向けた報告書（提言）」(資料)を

とりまとめた。以下は概要である。詳細は、別添

の提言書を参照のこと。 
 

1．提言の目的（はじめに） 
2．現状と課題 

(1) 現行の AED 設置情報収集・提供体制の実状 
① 一般財団法人日本救急医療財団の「全国

AED マップ」  
② 公益財団法人日本 AED 財団の「AED 

N@VI」  
③ その他の取組み 

(2) 複数の AED 設置情報収集・提供体制が併

存することによる課題 
(3) 一元化された全国 AED 設置情報データベ

ースの必要性 
3．全国 AED 設置情報データベースの理念と期

待される効果  
(1) 全国 AED 設置情報データベース構築の仕

方 
(2) 期待される効果 

4．全国 AED 設置情報データベースの具体的な

組み立て 
(1) 全体構造 
① データ入力（情報収集方法） 
② データベース管理体制 
③ データ更新・維持の仕組み 

④ データベースの活用方法 
(2) 全国 AED 設置情報データベース整備の整

備工程表 
(3) 全国 AED 設置情報データベースのデータ

項目 
(4) データ項目の入力精度確保に関する課題  

5．全国 AED 設置情報データベース構築に向け

た今後の主要課題 
(1) データベースの長期的運用の期待定  
(2) 情報の網羅性と精度の向上  
(3) データベースの持続可能な運用体制の確

立 
6．まとめ（おわりに） 

 

D．考察 

複数の情報提供システムが並立している現状

は、利用者にとっては混乱を招き、設置者にとっ

ては負担増、そして社会全体としてはリソースの

非効率な配分という問題を引き起こしており、

AED の効果的な活用体制のひとつの課題となっ

ている。 
このような現状認識に基づき、本研究では、一

元化された「全国 AED 設置情報データベース」

の構築を強く提言するに至った。このデータベー

スは、単に情報を集約するだけでなく、その情報

の網羅性、正確性、即時性を追求し、市民、消防

機関、AED 設置管理者、研究者など、多様な利

用者のニーズに応えるものが理想である。特に、

119 番通報時に通信指令センターが現場に最も

近い利用可能なAEDを即座に指示できる体制は、

救命率向上に直結する重要な機能であると考え

る。 
データベース構築にあたっては、技術的な課題

に加え、多くのステークホルダー間の協力体制構

築が不可欠である。AED 製造販売業者、設置管

理者、消防機関、行政、そして市民一人ひとりが、

それぞれの立場でデータベースの構築にかかわ

る必要がある。特に、設置情報の登録・更新を継
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続的に行うためのインセンティブ設計や、情報登

録の義務化の是非、個人情報保護とのバランスな

どは慎重な検討を要する。 
また、データの網羅性と精度の向上は最重要課

題の一つである。全ての AED 情報を完璧に把握

することは現実的に困難である可能性も視野に

入れ、不確実性のある情報でも有効に活用できる

方策や、段階的に精度を高めていくアプローチも

検討する必要がある。データ欠損リスクを最小化

するための体系的な対策も求められる。 
さらに、データベースの持続可能な運用体制の

確立も極めて重要である。初期構築費用だけでな

く、継続的なデータの維持・更新、システムの改

善には安定した財源が必要となる。公的資金の投

入に加え、受益者負担の考え方に基づく財源確保

策（例：AED 購入時の費用上乗せ）についても、

その妥当性や社会的なコンセンサス形成を視野

に入れた検討が求められる。 
それらへの対応は、多くの困難を伴うことが予

想されるが、救える命を確実に救うという社会全

体の目標達成に向けて、取り組みが求められる。 
 

E．結論 

本研究では、心停止傷病者の救命率向上を目指

し、AED 設置情報の収集・提供体制における現

状の課題を分析し、その解決策として、一元化さ

れた「全国 AED 設置情報データベース／日本

AED マップ（仮称）」の構築を提言書としてとり

まとめた。 
本研究の成果が、全国 AED 設置情報データベ

ースの早期実現に繋がり、「緊急時に誰もが迅速

に AED を使用できる社会」の実現、ひいては心

停止傷病者の救命率向上に貢献することを期待

する。 
今後は、本提言に基づき、関係者間の連携を一

層強化し、「日本 AED マップ（仮称）」の提供開

始という目標に向けて、具体的な取り組みを推進

していく必要がある。 

F．研究発表 

なし 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
 

文 献 

別添の報告書に記載した。 
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全国 AED設置情報データベース構築に向けた報告書（提言） 

—心停止傷病者の救命率向上を目指して— 

１ はじめに 

毎年約９万人に発生する突然の（心原性）心停止 iの救命には、AED の迅速な使用が不可
欠である。すでに AED は全国に約 70 万台設置されている iiが、AED によって電気ショッ
クが行われるのは、心停止を目撃された事例に限っても５%に満たない iii。その背景には、
AED がどこにあるかわからないという課題がある。AED を素早く使用するには、いつ、ど
こに使える AED があるかという設置情報を提供する体制整備が不可欠である。 

これまで複数の団体がそれぞれに独自の AED 設置情報収集・提供体制の整備を進めてき
たが、その網羅性、正確性等に大きな課題があり、必ずしも実用的なものとなっていない。
それらの課題を改善した全国的な AED 設置情報データベースの整備が必要である。 

本報告は、心停止傷病者の救命率向上を図るため、上記の現状と課題について整理し、そ
の課題を解決するための網羅的、かつ正確な AED 設置情報を収集 ・提供する 「全国 AED 設
置情報データベース／日本 AED マップ（仮称）」の整備について提言することを目的とす
る。 

２ 現状と課題 

（1） 現行の AED設置情報収集・提供体制の実状 

現在、複数の組織がそれぞれ独自の AED 設置情報収集 ・提供体制を整備している。主なも
のは以下の通りである。 

① 一般財団法人日本救急医療財団の「“全国 AED マップ”」 

2015 年頃から本格運用が開始され、現在 38 万台余りの AED が登録されている。厚生労
働省は、各都道府県に対しこの AED マップを用いた住民への情報提供、マップへの AED
設置情報の登録 ・更新を求めている iv。また、消防庁は、消防機関に対して通信指令システ
ム及び口頭指導においてこのマップの情報の活用を求めている v。このように、日本救急医
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療財団の AED マップは、国が認める主要な全国規模の AED 設置情報収集・提供体制とし
て機能している。 

 

しかし、全国に約 70 万台設置されている中で、設置管理者からの自主的な届出に基づく
情報であるため、現在 38 万台の登録にとどまっており網羅性について課題があるととも
に、一旦登録された情報の更新が一部にとどまっているなどの課題もある。 

「“全国 AED マップ”」の概要を別添１に示す。 

② 公益財団法人日本 AED 財団の「“AED N@VI”」 

2018 年から本格運用が開始され、現在６万台余りの AED が登録されている。市民参加型
のプラットフォームであり、複数人の確認で情報登録・更新をする機能を有しているほか、
設置場所の写真や詳細情報を記録したり、設置場所へのアクセスを誘導できるなどの機能
を有する。また、収集したデータをオープンデータとして公開することを方針としているほ
か、一部自治体ではこれをもとに緊急時に周辺のボランティアが駆けつけるシステムを消
防と共有するなど応用発展性が期待されている。AED に関する公益財団法人が運用してい
ることから多くの人が参考としている AED 設置情報収集 ・提供体制となっていると考えら
れ、一定の参照があるが、全国に設置されている台数からすると網羅性の面で大きな課題が
ある。 

「“AED N@VI”」の概要を別添１に示す。 

③ その他の取り組み 

「“日本全国 AED マップ”」は、自治体や公的機関が公開している AED 設置情報のオープ
ンデータやボランティア等による投稿を通じて設置情報を収集、提供している vi。 

また、多くの地方自治体が、自地域の AED の設置情報について、独自の調査結果や日本
救急医療財団や日本 AED 財団からの情報提供などを基にして地域限定の AED 設置情報収
集・提供体制を整備している。 

（2） 複数の AED設置情報収集・提供体制が併存することによる課題 

複数の AED 設置情報収集・提供体制が存在すること、とくに、日本救急医療財団や日本
AED 財団などの公益性の高い団体がそれぞれ独自に展開していることで、以下のような問
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題が生じている。こうした状況は、AED の迅速な活用と救命率向上という本来の目的達成
を妨げる要因となっている。 

 利用者 （一般市民や救急対応者）にとっては、どの AED 設置情報を参照すべきか判断
が困難となり、緊急時に必要な AED 設置情報を迅速に得られない状況が発生してい
る。 

 AED 設置者側では、複数の AED 設置情報収集 ・提供体制への重複登録が必要となり、
また情報のアップデートが常に必要なことから管理業務の負担が増大している。これ
により、情報更新が適切に行われず、結果として登録情報の正確性が低下するリスク
がある。 

 運用面では、類似した AED 設置情報収集・提供体制の開発・維持に多大なコストが
かかり、リソースの非効率な使用につながっている。さらに、AED 製造販売業者等か
らの支援が分散されることで、支援効果が低減している。 

（3） 一元化された全国 AED設置情報データベースの必要性 

これまで述べた現状と課題を踏まえると、一元化された全国 AED 設置情報データベース
の構築は喫緊の課題である。特に、日本救急医療財団や日本 AED 財団といった公益性の高
い団体がそれぞれ独自に AED 設置情報収集 ・提供体制をもつ現状は、実効性と効率性の観
点から早急に見直す必要がある。公的、私的を問わず各方面からの支援を受けながら両財
団が協力して強固で信頼性の高いデータベース構築すべきである。 

３ 全国 AED設置情報データベースの理念と期待される効果 

（1） 全国 AED設置情報データベース構築のあり方 

全国 AED 設置情報データベースは、心停止傷病者の救命率向上という基本理念の下に構
築されるべきものである。その本質は、全国に設置されている AED の場所と利用可能時間
を正確に把握・公開し、緊急時に誰もが迅速に AED を使用できる社会の実現にある。 

具体的な目標としては、市民が日常から AED 設置場所を確認して緊急時に備えられる環
境整備が挙げられる。また、心停止現場に居合わせた人が最寄りの AED を迅速に見つけて
使用できるようにすること、119 番通報を受けた通信指令センターが現場の人へ正確な
AED 設置場所を案内できるようにすることも重要である。さらに、データベースを通じて
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AED の適切な管理を支援し、いざという時に確実に使用できる状態を維持することも目指
すべきである。 

これらの理念と目標を表１のごとく整理した。 

＜表 1＞ 

 

（2） 期待される効果 

全国 AED 設置情報データベースの構築は、心停止傷病者の救命率向上のために不可欠で
ある。統一されたデータベースが構築されることで、以下のような効果が期待される。 

 AED の設置場所と利用可能時間が統一されたマップ上で明示されることにより、救
急現場や緊急時に最寄りの AED を迅速に特定できるようになる。これは心停止発生
時の素早い対応を可能にするとともに、市民が事前に AED 設置場所を確認する際の
利便性も向上させる。 
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 消防機関の通信指令センターとの連携強化が図られ、119 番通報時における最寄り
AED の案内など、救命に関わる重要情報の共有が促進される。これにより、バイスタ
ンダー（その場に居合わせた人）による AED 使用率の向上が期待できる。 

 統合されたデータベースに基づくマップ情報と使用実績データとを連携できれば、人
口密度や心停止発生率を考慮した効果的な AED 配置計画の策定が可能となる。エビ
デンスに基づいた最適な設置場所の推奨は、限られたリソースの中で最大の効果を得
るために重要である。 

 AED の定期点検や消耗品交換などの維持管理情報も一元化されることで、設置者の管
理負担軽減と AED の確実な稼働状態を維持できることが期待できる。 

４ 全国 AED設置情報データベースの具体的枠組み 

（1） 全体構造 

設置情報データベースの全体構造は以下の四つの主要要素から構成される。データ入力か
ら活用までの全体像（想定）を別添２に示す。 

① データ入力（情報収集方法） 

AED 製造販売業者等 （AED 製造販売業者に加え AED の販売 ・貸与業者を含める）と AED の
設置管理者による個別登録または一括登録の仕組みと、日本救急医療財団 ・日本 AED 財団
等からの既存データの移行の仕組みが必要となる。 

② データベース管理体制 

データベースを運営委員会などにより適切に運営する必要がある。初期段階では、運営委
員会の構成は、既存の AED 設置情報収集・提供事業者（日本救急医療財団、日本 AED 財
団等）、一般社団法人電子情報技術産業協会 （JEITA）、消防機関、厚生労働省、総務省消防
庁等が想定される。 

③ データ更新・維持の仕組み 

データベースの正確性、網羅性を保つため、複数の関係者による協力体制が重要である。
具体的には、AED 製造販売業者等と設置管理者による情報更新、消防機関や自治体による
登録情報の確認、市民ボランティアによる情報提供、そして廃棄業者、もしくは AED 製造
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販売業者等による廃棄登録などの役割分担によりデータの品質を維持する体制が必要とな
る。あわせて、不確かな情報が混入するリスクを低減するための仕組み作りが必要である。 

④ データベースの活用方法 

「日本 AED マップ （仮称）」による設置情報の地図上表示を中心に、様々な用途での活用
が想定される。市民向け機能としては、日常的な AED 設置場所の確認や、心停止現場では
迅速な AED へのアクセス支援が主な用途となる。消防機関向け機能としては、通信指令セ
ンターによる 119 番通報時の AED 場所案内が含まれる。さらに、AED の適切な管理支援、
効率的な配置等の研究、AED 遠隔監視システムなどとの連携、一般的な地図アプリなどへ
の情報提供、スマホアプリとの連携など、多方面でのデータ活用が期待される。 

（2） 全国 AED設置情報データベース整備の工程表 

全国 AED 設置情報データベースの早期整備を目指し、実現に向けた工程表を作成した （別
添３）。理想的なスケジュールであり、変更の可能性はある。 

準備段階として、本報告書によって既存の AED 設置情報収集・提供体制の現状把握や課
題整理を行い、「全国 AED 設置情報データベース」の基本理念を含む 「基本構想」を策定す
る。続く 2025 年度には公益財団法人 JKA の補助事業 viiを活用し、データベースの構築と
マップでの情報提供体制の準備を進める。 

2026 年 4 月からは新規設置 AED の新データベースへの登録を開始し、数か月後を目標に
「日本 AED マップ （仮称）」の提供を開始する。両財団 （日本救急医療財団、日本 AED 財
団）の情報収集 ・提供体制については、2026 年 3 月末に新規登録を終了し、それまでに蓄
積されたデータは新データベースに移行して、9 月末を一つの目途にサービス自体を終了す
ることを検討する。移行データと新規データでは精度が異なるため、AED 機材の平均的な
更新期間を踏まえ一定期間は暫定的に新旧データ等を区別表示する。これまで未登録の設
置済み AED についても新規登録を受け付ける。 

（3） 全国 AED設置情報データベースのデータ項目 

日本救急医療財団「“全国 AED マップ”」と日本 AED 財団の「“AED N@VI”」のデータ項
目は別添４のとおりである。これらを参考に、全国 AED 設置情報データベースでのデータ
項目を以下の点に留意して定める必要がある。 
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 データ項目数の最小化 ：登録に必要な項目数の増加は登録者の負担増大を招き、結果
として登録率の低下を引き起こす可能性がある。データベースの網羅性と登録項目数
を増やすことはトレードオフの関係にあるため、網羅性を優先すれば、必要最小限の
項目数にとどめることが求められる。 

 データ項目ごとに、データ形式、誰が収集するか、いつ収集するか、どのように収集
するか、どのように登録するか、登録は必須か任意か、消防機関と共有するか、一般
に公表するか、設置者の同意が必要か、誰がデータ更新するかを定める必要がある。 

（4） データ欠損リスクと精度確保に関する課題 

「全国 AED 設置情報データベース」の構築・運用において、データ欠損が生じる可能性
のある段階は以下のとおりである （別添５）。※丸付き数字は、別添５の図中に示された項
目を指す。 

AED 製造販売業者等が販売 AED の機器基本情報（①）や設置管理者情報（②）を把握し
ていない場合がある。これらの把握については、何らかの義務付けの検討、インセンティブ
制度との組み合わせが必要と示唆される。 

設置管理者が、自身の情報 （③）、設置場所情報 （④）、利用可能時間情報 （⑤）をデータ
ベースに登録しない可能性がある。また、情報登録したとしても、設置管理者により設置場
所情報（⑥）や利用可能時間情報（⑦）が非公開設定される可能性がある。 

また、登録データについて消防機関などによる所在地確認 （⑧）が行われない場合、情報
の正確性が担保されず、これらは、消防機関による 119 番通報時の AED 場所案内の対象か
ら外れる場合がある。 

これらの段階でのデータ欠損や非公開設定は、119 番通報時の AED 場所案内対象⑨から
は外れることになる。 

AED 情報の網羅性と正確性向上のためには、AED 製造販売業者等と設置管理者の登録項
目等の区別や、登録への負担に配慮しながら、これらの各段階でのデータ欠損を最小限に
するために体系的に対策を取り組む必要がある。 

５ 全国 AED設置情報データベース構築に向けた今後の主要課題 

全国 AED 設置情報データベースの実現には、以下の主要な課題に取り組む必要がある。 
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（1） データベースの基本仕様の早期確定 

収集すべきデータ項目とその詳細仕様の具体的決定が構築に向けた優先事項である。既存
データの統合方法、特に重複登録された AED をどのように整理するかなどが課題となる。 

（2） 情報の網羅性と精度の向上 

データ欠損の最小化と、収集データの精度向上によりデータベースの信頼性確保に努める
必要がある。このため、AED 製造販売業者だけでなく、AED の販売・貸与業者等を含めた
広範な協力体制の構築が不可欠である。データ登録率向上には、設置管理者への登録メリ
ットの明確化と効果的な周知方法の確立が重要となる。 

一方、完全なデータ網羅は現実的に困難であるため、不完全性を前提とした有効活用方法
も検討すべきである。これには、データ精度の許容範囲設定や、精度差のあるデータの効果
的活用方策が含まれる。 

（3） データベースの持続可能な運用体制の確立 

安定した運営のための財源確保策が必須である。公的資金への要望や、独占禁止法との関
係整理を行った上で、AED の購入時に、AED がより有効に使用されるための費用として、
AED 毎に一律に一定額を上乗せする仕組みなど検討を進める必要がある。 

６ おわりに 

本報告では、心停止傷病者の救命率向上という基本理念のもと、全国 AED 設置情報デー
タベースのあり方について検討を行った。現状では複数の AED 設置情報収集 ・提供体制が
並立し、利用者の混乱や設置者の負担増大、リソースの非効率な利用といった課題が生じ
ている。一元化された全国的なデータベースの構築は、こうした課題解決と心停止傷病者
の救命率向上に大きく貢献するものである。 

本報告では、全国 AED 設置情報データベースの基本理念と目標、その全体構造、工程表、
データ項目等について整理した。また、実現に向けた課題として、データ欠損リスク、精度
確保の問題、構築後の持続可能な運用体制確立などの課題について提示した。 

AED は心停止に陥った人命を救う重要な医療機器であるが、その設置場所や利用可能時
間が広く正確に認知されてこそ、その真価を発揮する。全国 AED 設置情報データベースの
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構築は、まさに 「緊急時に誰もが迅速に AED を使用できる社会」の実現に向けた重要な基
盤整備である。 

今後は本研究の成果を踏まえ、関係者間の連携を一層強化し、 「日本 AED マップ （仮称）」
提供開始という目標に向けて、具体的な取り組みを進めていくことが求められる。 
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て
い
る
登
録
書
を
使
用

し
て

登
録

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
街
角
で
見
か
け
た

AE
Dを

登
録

登
録

台
数

38
0,

23
7台

（
20

24
）

６
０
，
４
７
３
台
（

20
24

）

年
間

新
規

登
録

/削
除
件
数

約
９

０
０

０
台

/約
３

０
０

０
台

年
間
増
加
件
数

約
７
０
０
０
台

特
徴

•
バ
ッ
テ
リ
ー
等
の
有
効
期
限
に
関
す
る
情
報
の
入

力
状
況
、
登
録
・
更
新
か
ら
の
経
過
期
間
「
精

度
」
表
示
シ
ス
テ
ム
を
持
つ
。

•
消
防
庁
は
、
消
防
機
関
に
対
し
て
通
信
指
令
シ
ス

テ
ム
及
び
口
頭
指
導
に
お
い
て
本
マ
ッ
プ
の
情
報

の
活
用
を
求
め
て
い
る
。

•
市
民
参
加
型
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
で
あ
る
。
収
集
し

た
デ
ー
タ
を
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
と
し
て
公
開
す
る
こ
と

を
方
針
を
も
つ
。

別
添

１
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新
規

AE
D登

録
・

AE
D製

造
販
売
業
者

（
販

売
・

貸
与
業

者
も

含
）

・
AE

D設
置
管
理
者

デ
ー

タ
移
行

入
力

（
デ

ー
タ

の
登
録
）

既
存

AE
Dデ

ー
タ
移
行

•
日
本
救
急

医
療
財
団

•
日

本
AE

D財
団

•
自

治
体

AE
Dマ

ッ
プ

et
c..

確
認

個
別
登
録

一
括
登
録

出
力

（
デ
ー

タ
の

利
活

用
）

運
営
委
員
会

•
救

急
医

療
財
団

•
日

本
AE

D財
団

•
JE

IT
A

•
研

究
者

全
国

に
設

置
さ

れ
て

い
る

AE
Dに

つ
い

て
、

設
置

場
所

と
利

用
可

能
時

間
を

正
確

に
把

握
・

公
開

す
る

こ
と

で
、

緊
急

時
に

誰
も

が
迅

速
に

AE
Dを

使
用

で
き

る
社

会
を

実
現

す
る

。

確
認

情
報

提
供

全
国

AE
D設

置
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
／
日
本

AE
Dマ

ッ
プ

整
備

事
業

デ
ー
タ
入
力
か
ら
活
用
ま
で
の
全
体
像

（
想

定
）

•
消

防
機

関
•
厚

生
労

働
省

•
消

防
庁

等

全
国

AE
D設

置
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス

設
置

管
理
者

廃
棄

業
者

/
製
造
販
売
業
者

販
売
・
貸

与
業

者

消
防
機
関

/自
治
体

市
民

ボ
ラ
ン

テ
ィ

ア

廃
棄

登
録

〇
市
民

•
日

頃
か

ら
AE

Dの
設

置
場
所

を
確
認

•
心

停
止
の

現
場

に
居
合

わ
せ

た
人
が

、
迅

速
に

最
寄

り
の

AE
Dを

発
見

〇
消
防
機
関

•
通

信
指
令

セ
ン

タ
ー
が

、
現

場
に
い

る
人

へ
最

寄
り
の

AE
Dを

案
内

〇
そ
の
他

•
AE

Dの
適

切
な

管
理

の
支
援

•
効

率
的
な

配
置

等
の
研

究
•

監
視
シ
ス

テ
ム

な
ど
と

の
連

携

•
各

種
マ
ッ

プ
へ

の
提
供

•
ス

マ
ホ
ア

プ
リ

と
の
連

携

日
本

AE
Dマ

ッ
プ

（
設
置
情
報
を
地
図
上
に
表
示
）

基
本

理
念

製
造
販
売
業
者

販
売
・
貸

与
業

者

情
報

更
新

抹
消

情
報

更
新

情
報

更
新

別
添

２
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新
規
登
録
・
情
報
更

新

新
規
登
録
・
情
報
更

新

新
規
登
録
・
情
報
更

新

情
報
更
新
の
み

情 報 更 新 終 了

全
国

AE
D

設
置
情
報

デ
ー
タ
ベ
ー

ス

マ ッ プ 提 供 の 終 了

新 規 設 置 機 器 の 登 録 開 始
～

20
34

年
前
目

途

新
規
登
録
・
情
報
更
新

全
国

AE
D設

置
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

ロ
ー
ド
マ

ッ
プ

（
想
定

※
）

情 報 更 新 開 始

新 規 設 置 機 器 の 登 録 終 了

日 本AED マ ッ プ 提 供 開 始

※
設

置
済
み

AE
Dの

新
規
登
録
も
受
け
付
け
る

既
存

デ
ー

タ
移

行

新
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

準
備

※
情
報

精
度

等
が

異
な

る
た

め
新

旧
の

デ
ー

タ
は

区
分

し
て

提
示〜〜〜

20
24

年
度

＜
基

本
構

想
＞

厚
労
科

研
（

坂
本
班

）
丸

川
分
担

救
急

医
療

財
団
、

AE
D財

団
、
学

会
JE

ITA
、

厚
労

省

•
現

状
把
握

、
課

題
の
整

理
•

基
本
理
念

・
目

標
の
策

定
•

全
体
構
造

（
案

）
•

ロ
ー
ド
マ

ッ
プ

（
案
）

作
成

20
25

年
度

＜
シ

ス
テ
ム
構
築

>
JK

A補
助

事
業

※
申

請
中

•
シ

ス
テ
ム

開
発

・
整
備

20
26

年
9月

末
?

20
26

年
４

月
?

救
急
医
療
財
団

AE
Dマ

ッ
プ

AE
D財

団
AE

Dマ
ッ

プ

そ
の
他
団

体
AE

Dマ
ッ

プ

既
存

デ
ー

タ

別
添

３

20
26

年
3月

末
?

新
規

デ
ー

タ

※
理
想
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
変
更
の
可
能
性
が
あ
る
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日
本
救
急
医
療
財
団

登
録
項
目
名

情
報
形
式

選
択
肢
も
し
く
は
入
力
例

登
録

種
別

択
一

式
1.

 新
規

設
置

の
登

録
, 2

. 設
置

更
新

の
登

録
AE

Dの
使

用
及

び
情

報
の

公
開

に
関

す
る

同
意

択
一

式
1.

 認
め

る
, 2

. 条
件

付
で

認
め

る
, 3

. 認
め

な
い

AE
Dの

使
用

及
び

情
報

の
提

供
に

関
す

る
同

意
択

一
式

1.
 認

め
る

, 2
. 条

件
付

で
認

め
る

, 3
. 認

め
な

い

AE
Dの

使
用

に
関

す
る

同
意

択
一

式
1.

 認
め

る
, 2

. 条
件

付
で

認
め

る
, 3

. 認
め

な
い

条
件

自
由

入
力

9:
00

～
17

:0
0使

用
可

設
置

年
月

日
数

値
入

力
20

15
/7

/3
1

設
置

施
設

種
別

区
分

数
値

入
力

【
設

置
施

設
種

別
】

※
１

01
.消

防
･海

保
・

防
衛

関
係

施
設

 
02

.医
療

施
設

 
03

.介
護

、
福

祉
施

設
 

04
.公

共
交

通
機

機
関

05
.学

校
・

保
育

施
設

 
06

.体
育

・
ｽﾎ

ﾟｰ
ﾂ施

設
 

07
.公

園
･文

教
・

娯
楽

施
設

 
08

.宿
泊

施
設

09
.商

業
施

設
 

10
.そ

の
他

の
不

特
定

多
数

が
利

用
す

る
公

的
施

設
 

11
.そ

の
他

の
不

特
定

多
数

が
利

用
す

る
民

間
施

設
 

12
.会

社
・

事
業

所
 

13
.集

合
住

宅
 

14
.自

宅
・

自
家

用
車

内
 

15
.設

置
場

所
を

限
定

し
て

い
な

い
 

16
.そ

の
他

設
置

施
設

名
自

由
入

力
○

○
区

体
育

セ
ン

タ
ー

設
置

施
設

住
所

自
由

入
力

〒
11

1-
00

99
 東

京
都

○
○

区
救

命
町

3-
7-

44
設

置
場

所
概

要
自

由
入

力
体

育
館

正
面

入
り

口
自

動
販

売
機

点
検

担
当

者
の

配
置

状
況

択
一

式
1.

 有
, 2

. 選
任

予
定

, 3
. 選

任
予

定
な

し
使

用
可

能
日

・
択

一
式

 
1.

 3
65

日
24

時
間

使
用

可
, 2

. 日
、

時
間

帯
等

制
限

有
 (制

限
有

の
場

合
入

力
例

: 0
8:

30
 ~

 2
0:

00
)

使
用

可
能

時
間

帯
数

値
入

力
09

:0
0～

17
:0

0
週

末
休

業
日

複
数

選
択

式
月

, 火
, 水

, 木
, 金

, 土
, 日

, 祝
日

年
末

年
始

等
の

休
業

情
報

自
由

入
力

年
末

年
始

12
月

28
日

か
ら

1月
3日

ま
で

休
業

そ
の

他
特

記
事

項
自

由
入

力
毎

月
第

3月
曜

日
休

業
、

27
年

8月
1日

か
ら

9月
30

日
ま

で
工

事
に

よ
り

閉
館

設
置

管
理

者
情

報
 - 

連
絡

窓
口

自
由

入
力

○
○

区
役

所
体

育
施

設
課

施
設

係
設

置
管

理
者

情
報

 - 
住

所
自

由
入

力
〒

11
3-

00
40

 東
京

都
○

○
区

本
町

1-
1-

1 
○

○
区

役
所

体
育

施
設

課
施

設
係

設
置

管
理

者
情

報
 - 

電
話

番
号

数
値

入
力

32
11

13
23

2
設

置
管

理
者

情
報

 - 
FA

X番
号

数
値

入
力

32
11

13
23

2
設

置
管

理
者

情
報

 - 
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

1
自

由
入

力
bn

ta
iik

us
is

et
u〇

@
bk

ts
.c

o.
jp

設
置

管
理

者
情

報
 - 

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス
2

自
由

入
力

bn
ta

iik
us

is
et

u〇
@

bk
ts

.c
o.

jp
設

置
施

設
情

報
 - 

連
絡

窓
口

自
由

入
力

○
○

区
体

育
セ

ン
タ

ー
管

理
室

設
置

施
設

情
報

 - 
電

話
番

号
数

値
入

力
32

34
23

11
2

AE
Dの

設
置

位
置

ま
で

の
案

内
表

示
の

有
無

択
一

式
1.

 有
, 2

. 設
置

予
定

, 3
. 設

置
予

定
な

し
機

器
メ

ー
カ

ー
番

号
数

値
入

力
AE

D製
販

に
割

り
振

っ
た

番
号

メ
ー

カ
ー

使
用

欄
自

由
入

力

41



日
本
AE
D
財
団

登
録
項
目
名

情
報
形
式

入
力
形
式

選
択
肢
も
し
く
は
入
力
例

AE
DI

D
整

数
新

規
登

録
時

に
自

動
配

番
15

35
54

設
置

施
設

名
テ

キ
ス

ト
自

由
入

力
マ

ン
シ

ョ
ン

ニ
ュ

ー
 

A棟
都

道
府

県
整

数
住

所
か

ら
自

動
で

取
得

1.
北

海
道

～
47

.沖
縄

県
(全

国
地

方
公

共
団

体
コ

ー
ド

に
基

づ
く

)

設
置

場
所

住
所

テ
キ

ス
ト

Ex
ce

l⇒
自

由
入

力
ア

プ
リ

⇒
緯

度
・

経
度

か
ら

住
所

を
Go

og
le

M
ap

AP
Iで

取
得

〇
〇

県
〇

〇
市

〇
〇

区
〇

条
〇

丁
目

●

設
置

場
所

詳
細

テ
キ

ス
ト

自
由

入
力

管
理

人
室

設
置

場
所

区
分

整
数

択
一

式

01
.消

防
･海

保
・

防
衛

関
係

施
設

 
02

.医
療

施
設

 
03

.介
護

、
福

祉
施

設
 

04
.公

共
交

通
機

機
関

 
05

.学
校

・
保

育
施

設
 

06
.体

育
・

ｽﾎ
ﾟｰ

ﾂ施
設

 
07

.公
園

･文
教

・
娯

楽
施

設
 

08
.宿

泊
施

設
 

09
.商

業
施

設
 

10
.

そ
の

他
の

不
特

定
多

数
が

利
用

す
る

公
的

施
設

 
11

.そ
の

他
の

不
特

定
多

数
が

利
用

す
る

民
間

施
設

 
12

.会
社

・
事

業
所

 
13

.集
合

住
宅

 
14

.自
宅

・
自

家
用

車
内

 
15

.設
置

場
所

を
限

定
し

て
い

な
い

 
16

.そ
の

他

情
報

提
供

者
整

数
自

動
 0

.サ
ポ

ー
タ

ー
   

1.
消

防
   

2.
自

治
体

  3
.そ

の
他

団
体

 1
0.

設
置

管
理

者
 5

0.
保

証
シ

ス
テ

ム
 9

9.
日

本
AE

D財
団

10
0.

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ

緯
度

数
値

(小
数

点
以

下
6桁

)

Ex
ce

l⇒
住

所
か

ら
Go

og
le

M
ap

AP
I

で
取

得
ア

プ
リ

⇒
マ

ッ
プ

上
で

地
点

選
択

43
.0

70
84

9

経
度

数
値

(小
数

点
以

下
6桁

)

Ex
ce

l⇒
住

所
か

ら
Go

og
le

M
ap

AP
I

で
取

得
ア

プ
リ

⇒
マ

ッ
プ

上
で

地
点

選
択

14
1.

30
69

12

設
置

管
理

者
の

確
認

整
数

択
一

式
0 

未
確

認
 1

 確
認

済
み

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
化

の
同

意
整

数
択

一
式

0 
流

用
不

可
 

1 
流

用
可

使
用

の
了

承
（

AE
Dの

利
用

可
否

）
整

数
択

一
式

0 
な

し
 1

 あ
り

AE
Dの

利
用

補
足

テ
キ

ス
ト

自
由

入
力

備
考

テ
キ

ス
ト

自
由

入
力

24
時

間
利

用
可

整
数

択
一

式
0 

利
用

不
可

 1
 利

用
可

能
月

曜
日

利
用

開
始

時
間

整
数

4桁
入

力
(数

値
)

00
00

～
24

00
の

範
囲

内
で

設
定

月
曜

日
利

用
終

了
時

間
整

数
4桁

入
力

(数
値

)
00

00
～

24
00

の
範

囲
内

で
設

定
※

2
火

曜
日

利
用

開
始

時
間

整
数

4桁
入

力
(数

値
)

00
00

～
24

00
の

範
囲

内
で

設
定

火
曜

日
利

用
終

了
時

間
整

数
4桁

入
力

(数
値

)
00

00
～

24
00

の
範

囲
内

で
設

定
※

2
水

曜
日

利
用

開
始

時
間

整
数

4桁
入

力
(数

値
)

00
00

～
24

00
の

範
囲

内
で

設
定

水
曜

日
利

用
終

了
時

間
整

数
4桁

入
力

(数
値

)
00

00
～

24
00

の
範

囲
内
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『AED の適切な利用環境の構築に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

AED 内部記録情報を用いた市民による AED 使用の実情把握に関する研究 

 

研究分担者 丸川征四郎 吹田徳洲会病院集中治療センター 

      畑中 哲生 健和会大手町病院救急科／救急振興財団救急救命九州研修所 

研究協力者 金子  洋 日本赤十字社愛知医療センター名古屋第一病院 

      長瀬 亜岐 おひさまクリニック西宮 

      名知ひかる 朝日大学保健医療学部救急救命学科 

 

研究要旨 

＜背景＞AED の普及により市民による電気ショックが実施可能となったが、電気ショックの

実施が必ずしも救命に直結するとは限らず、適応判断が課題となっている。電気ショックの

成否を予測する指標として、心電図波形から算出される AMSA（振幅スペクトル領域）の有

用性が注目されている。 
＜目的＞市民が AED を使用した院外心停止事例を対象に、電気ショック前の AMSA 値とそ

の成否との関連を解析し、AMSA 値の予測指標としての有用性を検証する。 
＜結果＞1,061 事例の電気ショック 1,697 件を解析した結果、電気ショック成功群は 545 件

（32.1％）であった。電気ショック成功群では AMSA 値の平均は 12.2±4.9 mV-Hz、電気シ

ョック不成功群では 7.8±5.3 mV-Hz と有意差を認めた（p<0.01）。ROC 解析により AUC
は 0.755 で、最適カットオフ値 8.190 mV-Hz における感度は 80.2%、特異度は 60.5%であっ

た。AMSA 値は単回・複数回の電気ショック成否を予測可能なことが示唆された。また AMSA
値は心電図解析を重ねると逓減する傾向を認めた。 
＜結論＞AMSA 値は市民による電気ショックの成否を感度 80%で予測し得た。今後、より高

い AMSA 値を得る心肺蘇生法についても検討が必要である。 

 

心臓に通電することによって不整脈を停止さ

せる技術は、Kouwenhoven1)、Zoll2)、Lown3)

らによって半世紀以上前に報告された。当初、除

細動器は医療機関における専門的治療に限定さ

れていたが、現在では自動体外式除細動器

（automated external defibrillator: AED）の普

及により、市民でも電気ショックを実施できるよ

うになっている。しかし、電気ショックの実施は

必ずしも心停止傷病者の救命に直結するわけで

はない。 
AED 使用時には、心電図解析や通電に伴う胸

骨圧迫の中断が不可避であり、さらに電気ショッ

ク自体が心筋に損傷を与えるリスクもある。その

ため、電気ショックは、成功する可能性が高い心

電図波形に対してのみ実施されるのが理想であ

る。これを受けて、心停止時の心電図波形から電

気ショックの成否を予測する目的で、Power 
Spectrum Analysis 、 Mean Slope 、 Peak 
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Frequency など、さまざまな解析手法が提案さ

れてきた 4)。 
本研究では、心筋細胞のエネルギー状態を反映

している可能性がある振幅スペクトル領域

（AMplitude Spectrum Area; AMSA）5) を用い

て、電気ショック成否との関連を検証した。既に

報告されている研究の多くは院内心停止例や、警

察官、救急隊員、医療従事者が関与した院外心停

止例を対象としている。これに対し本研究では、

市民によって実施された心肺蘇生時のAED内部

記録情報のみを用い、AMSA 値が電気ショック

成否を予測する指標となり得るかを検証した。 
 

A．研究目的 

市民がAEDを用いて電気ショックを実施した

院外心停止症例における AMSA 値を明らかにし、

AMSA が電気ショック成否を予測できるかを検

証する。 
 

B．研究方法 

1．解析対象 

2004 年 12月から 2020年 9 月までに発生した

院外心停止について、救助者が AED により電気

ショックを実施した 1,613 事例（A 社製

AED:1,006 事例、B 社製 AED：607 事例）を対

象とした。ただし、2000 年の心肺蘇生ガイドラ

インに基づく AED プロトコールでの事例、電気

ショック前 10 秒間および電気ショック後 60 秒

間の心電図波形が記録されていない事象、および

心電図に胸骨圧迫などのアーチファクトを認め

る事象を除外した。 
電気ショック実施後の60秒間に幅が0.12秒以

下の QRS 波形が 40 回以上出現した場合を

Organized Rhythm（OR）と定義し、OR の出現

をもって電気ショックの成功とした。各々の電気

ショックで OR が出現した群を電気ショック成

功群、各々の電気ショックで OR が出現しなかっ

た群を電気ショック不成功群とした。 
電気ショックが成功することなく、次回の心電

図解析で電気ショック適応であった場合を難治

性 VF（Refractory VF; RefVF）と定義した。電

気ショックが成功し、次回の心電図解析で電気シ

ョ ッ ク 適 応 で あ っ た 場 合 を 再 発 性 VF
（Recurrent VF; RecVF）と定義した。 

 

2．解析方法 

120Hz でサンプリングされた心電図において、

2.13 秒間を高速フーリエ変換の対象枠として、

電気ショックの 9.63 秒前から 1.0 秒のオフセッ

トで計 8 波形を抽出した。なお、本稿では明記し

ない限り AMSA 値は電気ショックの 2.63 秒前

から 0.5秒前までの 2.13秒間のAMSA 値を指す

ものとする。心電図波形は低周波および高周波の

アーチファクト最小限とするため 2Hz のハイパ

スフィルタおよび 48Hz のローパスフィルタで

処理した。窓関数には Tukey（α＝0.2）を用い

て高速フーリエ変換によって時間領域から周波

数領域に変換した。AMSA 値は以下のとおり

個々の周波数とそれらの振幅の積の合計として

求めた。 
AMSA = ΣAi･Fi 
(Ai は i 番目の周波数 Fi における振幅を示す)  
 

（倫理的配慮） 

当研究計画は徳洲会グループ共同倫理審査委

員会および吹田徳洲会病院倫理委員会において

承認された（2020 年 10 月 29 日承認 審査番号

（承認番号）TGE01577-071。一部追加修正につ

いて同年 11 月 26 日承認）。 
なお、AED 内部記録情報は AED 製造販売に

係る某会社から提供を受けたもので、「成人の市

民」であること以外の情報は個人情報保護の観点

から秘匿とされた。 
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C．研究結果 

1．全電気ショックの成否と AMSA 値 

1,061 事例（A 社製 AED:726 事例、B 社製

AED:335 事例）で行われた計 1,697 件（A 社製

AED:1,188 件、B 社製 AED:509 件）の電気ショ

ックが対象となった。このうち 545 件（32.1%）

は成功、1,152 件（67.9％）は不成功であった。

AMSA 値は、電気ショック成功群では 12.2±
4.9mV-Hz（平均±標準偏差）、電気ショック不成

功群では 7.8±5.3 mV-Hz で、両群間に有意差を

認めた（p<0.01）（図１）。 
一方、AMSA 値による電気ショック成否の割

合を表１に示す。AMSA 値が 10.0 mV-Hz 未満の

場合には電気ショック成功割合は 40.0％に満た

ないが、14.0 mV-Hz 以上の場合の電気ショック

成功割合は 50.0％を超えた。 
全電気ショックにおける AMSA 値の成功予測

能を評価した ROC 曲線解析を図２に示す。area 
under the curve（AUC）は 0.755 であり、良好

な識別能を示した。最適カットオフ値 8.190 
mV-Hz において、感度と特異度はそれぞれ

80.2%と 60.5%であった。 
 

2．初回電気ショックでの AMSA 値 

初回の電気ショックのうち 356 件（31.5%）は

成功、775 件（68.5%）は不成功であった。初回

の電気ショック成功群の AMSA 値（11.7±
4.8mV-Hz）は電気ショック不成功群 (7.7±4.6 

mV-Hz)と比較して有意に高かった（p<0.01)（図

３）。ROC 曲線解析では AUC は 0.743 で、最適

カットオフ値 7.941 mV-Hz における感度と特異

度はそれぞれ 80.1%と 57.8%であった（図４）。 
 

3．RefVF 

RefVF が 246 件あった。そのうち、2 回目の

電気ショック後に発生したものが 169 件、3 回目

の電気ショック後、4 回目の電気ショック後、お

よび 5 回目の電気ショック後が、それぞれ 50 件、

16 件、および 13 件であった。2 回目および 3 回

目の電気ショックで電気ショック非適応波形と

なった事象の AMSA 値を図５に示す。 
2 回目の電気ショックで電気ショック非適応

波形となった事象、および 3 回目の電気ショック

で電気ショック非適応波形となった事象につい

て、最後の電気ショック成否別で初回の AMSA
値を区分したものを図６に示す。初回の AMSA
値は、最終の電気ショック成否を反映していた。 

 

4．RecVF 

RecVF が 88 件あった。その内訳は、2 回目の

電気ショックで電気ショック非適応波形となっ

たものが 73 件、3 回目の電気ショックで電気シ

ョック非適応波形となったもの 13 件、4 回目の

電気ショックで電気ショック非適応波形となっ

たものが 2 件であった。電気ショック回数別の

AMSA 値を図７に示す。 
2 回目の電気ショックで電気ショック非適応

波形となった事象、および 3 回目の電気ショック

で電気ショック非適応波形となった事象につい

て、最後の電気ショック成否で初回の AMSA 値

を区分したものを図８に示す。初回の AMSA 値

は、最終の電気ショック成否を反映していた。 
 

5．心電図解析回数別の AMSA 値 

心電図解析回数別の AMSA 値を図９に示す。

AMSA 値は心電図解析を重ねるごとに逓減する

傾向を認めた。1 回目から 6 回目、および 8 回目

心電図解析における AMSA 値は、電気ショック

成功群と電気ショック不成功群との間で有意差

を認めた。 
 

D．考察 

本研究では、市民が AED を用いて実施した電

気ショックにおいても、AMSA 値が電気ショッ
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ク成否を予測する有用な指標となり得ることを

示した。さらに、AMSA 値は単回の電気ショッ

クの成功だけでなく、複数回にわたる電気ショッ

ク成否を予測する能力も有していた。これにより、

効果の乏しい電気ショックを回避し、胸骨圧迫の

中断や電気ショックによる心筋損傷を最小限に

抑えることができれば、傷病者の予後改善が期待

される。 
本研究における AMSA 値や ROC 解析に基づ

く予測精度（AUC）は先行報告とほぼ同等（た

だし、文献 6)、文献 7)を除く）であり、外的妥当

性も認められる（表２）。多くの先行報告が救急

隊員や警察官などによる蘇生介入後のデータを

対象としている一方で、本研究では市民による電

気ショックのデータに限定した点が特筆される。 
本研究では、市民による電気ショックに限定し

たデータを使用したため、他の研究よりも心停止

からの経過時間が短い時点でのAED内部記録情

報であると思われる。そのため、本研究の AMSA
値は先行報告よりも高値であることを期待した

が、実際には低値または同等であった。このこと

の背景として、先行研究では救急隊員や警察官な

ど訓練された者が蘇生介入しているため、蘇生行

為の質が高かった可能性がある。適切に胸骨圧迫

を実施すれば、心筋灌流が増加し、AMSA 値が

高くなる 6)8)9)。すなわち、本研究での AMSA 値

が比較的に低かったのは市民による胸骨圧迫が

適切に行われていないことを反映している可能

性があるが、この真偽については今後の検討課題

としたい。 
RecVF は蘇生時間延長や生存率低下 10)を招く

ことが知られている。RecVF の発生機序につい

ては、電気ショック直後に胸骨圧迫を再開すると

VFが誘発されるという報告 10)11)とそれと相反す

る胸骨圧迫の開始時間に関連がないとする報告

12)13)があり現在も議論が続いている。RecVF や

RefVF に対しては、より高いエネルギーで通電

する、あるいは AMSA 値が一定値に達するまで

胸骨圧迫を継続することによって予後が改善す

る可能性があるが、現時点では明らかではない。

VF における心筋酸素消費量は、通常の洞調律に

比べて 71％増加するとされ 14)、代謝産物の蓄積、

エネルギー基質の枯渇などが発生し、これらが心

筋機能の低下や不整脈の持続に関与する 15)。し

たがって、RecVF や RefVF の発生を予防する戦

略の構築が求められる。 
本研究の結果から、AMSA による電気ショッ

ク成功の予測が可能な時間は、AED の使用開始

から約 16 分間（第 8 回目の心電図解析まで）で

あることが示唆された。また、心電図解析を重ね

るごとに AMSA 値は漸減する傾向が認められた。

AMSA 値の低下は主に心筋機能の低下によるも

のと考えられるが、市民による心肺蘇生法が

AMSA 値の維持にどの程度寄与するかについて

は、今後の検討課題としたい。 
Ristagno ら 6) は電気ショック成功率の予測手

法が安全で有用であるためには、95％の感度で

少なくとも 50％の特異性をもつことが求められ

ると述べている。本研究で得られた AMSA 値は、

電気ショック成否を判断する臨床指標として有

用であると見做せるが、さらに高性能な指標が望

まれることには異論はない。 
OR を得るための AMSA 値の閾値は幾らか、

またバイスタンダーの行動がRefVFやRecVFの

発生にどのように関与するのか、といった課題と

ともに、今後のさらなる研究が必要である。 
 

E．結論 

AMSA は、単回の電気ショック成否だけでな

く、複数回にわたる電気ショックの成功をも感度

80%で予測し得た。本研究の結果は、AMSA 値

により電気ショックの成功をAEDが予測するこ

とによって無用な電気ショックを減らすことが

できる可能性を示唆している。今後、蘇生介入時

間の短縮、胸骨圧迫の方法などで、より高い

AMSA 値を得ることができるかについても検討

が必要である。 
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表１ AMSA値による電気ショック成否の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

AMSA 値 電気ショック成功 電気ショック不成功 合計（成功割合 %） 

<2 2 70 72 ( 2.8) 

<4 7 179 186 ( 3.8) 

<6 23 226 249 ( 9.2) 

<8 69 200 269 (25.7) 

<10 106 166 272 (39.0) 

<12 100 108 208 (48.1) 

<14 78 86 164 (47.6) 

<16 57 52 109 (52.3) 

<18 42 27 69 (60.9) 

<20 22 13 35 (62.9) 

20≦ 39 25 64 (60.9) 

合計 545 1,152 1,697 (32.1) 
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図１ 全電気ショックの AMSA 値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電気ショック 9.63 秒前  8.63秒前  7.63 秒前 6.63 秒前    5.63 秒前  4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 

成功：545(32.1%) 

12.2±4.9mV-Hz（平均±標準偏差） 

不成功:1,152(67.9%) 

7.8±5.3 mV-Hz 

エラーバーは 95%信頼区間を示す 
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図２ 全電気ショックの ROC曲線 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 初回ショックの AMSA 値 

AMSA 値 

成功：356(31.5%) 

11.7±4.8mV-Hz（平均±標準偏差） 

不成功:775(67.9%) 

7.7±4.6 mV-Hz 

エラーバーは 95%信頼区間を示す 

電気ショック 9.63 秒前  8.63秒前  7.63 秒前 6.63 秒前    5.63 秒前  4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 
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図 4 初回電気ショックの ROC 曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

AMSA 値 
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RefVFでの２回の電気ショックで電気ショック非適応波形となったもの：169事象 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

RefVFでの 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となったもの：50事象 
 
図 5 RefVFでの２回および 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象の AMSA値  

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 

8.8±5.1mV-Hz（平均±標準偏差） 

成功:59(34.9%) 

12.7±4.2mV-Hz 

不成功:110(65.1%) 

7.6±4.9mV-Hz 

 

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 
エラーバーは 95%信頼区間を示す 

1 回目 2 回目 

1 回目 2 回目 

3 回目 

8.0±4.8mV-Hz 8.0±4.3mV-Hz 

成功: 16(3 2.0 %) 
11.6±4.5mV-Hz 
不成功:34(68.0%) 

7 . 2 ± 4 . 0 m V - H z 
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図 6 RefVFでの２回および 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形 

となった事象について最終電気ショックの成否で１回目の AMSA値を分類  
 

RefVF での２回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象につ
いて最終電気ショックの成否で 1回目の AMSA値を分類 

電気ショック 9.63 秒前  8.63 秒前 7.63 秒前   6.63 秒前   5.63 秒前 4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 

成功: 59(5 3.6 %) 
11.7±4.7mV-Hz 
不成功:110(46.7%) 

7 . 2 ± 4 . 7 m V - H z 

成功: 16(3 2.0 %) 
10.9±5.1mV-Hz 
不成功:34(68.0%) 

6 . 5 ± 3 . 9 m V - H z 

エラーバーは 95%信頼区間を示す 

RefVFでの 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象につい
て最終電気ショックの成否で 1回目の AMSA値を分類 

電気ショック 9.63 秒前  8.63 秒前 7.63 秒前   6.63 秒前   5.63 秒前 4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 
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RecVFで２回の電気ショックで電気ショック非適応波形となったもの:73事象 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c 

RecVFでの 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となったもの：13 事象 
 
図 7 RecVF での２回および 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象の AMSA値  

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 

1 回目 2 回目 

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 

X 軸は左から電気ショック 9.63 秒前から１秒間隔で 2.63 秒前までを示す 

エラーバーは 95%信頼区間を示す 

1 回目 2 回目 

3 回目 

成功: 58(7 9.5 %) 

14.6±8.1mV-Hz 
不成功:13(20.5%) 
9 . 8 ± 3 . 9 m V - H z 

成功: 10(7 6.9 %) 
10.7±3.3mV-Hz 
不成功:3(23.1%) 

14.6±3.1mV-Hz 
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図 8 RecVF での２回および 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形 

となった事象について最終電気ショックの成否で１回目の AMSA値を分類  

成功: 58(7 9.4 %) 
14.6±8.1mV-Hz 

不成功:15(20.6%) 
9 . 8 ± 3 . 9 m V - H z 

RecVF での２回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象につ
いて最終電気ショックの成否で 1回目の AMSA値を分類 

エラーバーは 95%信頼区間を示す 

RecVFでの 3回の電気ショックで電気ショック非適応波形となった事象につい
て最終電気ショックの成否で 1回目の AMSA値を分類 

成功: 10(7 6.9 %) 
9 . 1 ± 3 . 9 m V - H z 

不成功:3(23.1%) 
19.1±11.5mV-Hz 

電気ショック 9.63 秒前  8.63 秒前 7.63 秒前   6.63 秒前   5.63 秒前 4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 

電気ショック 9.63 秒前  8.63 秒前 7.63 秒前   6.63 秒前   5.63 秒前 4.63 秒前   3.63 秒前  2.63 秒前 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『AED の適切な利用環境の構築に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

事前登録救助者に対する心停止発生通知システムの検討 

 

研究分担者 石見  拓 京都大学医学研究科 

研究協力者 木口 雄之 京都大学医学研究科 

      島本 大也 京都大学医学研究科 

      西山 知佳 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻先端中核看護科学講座 

            クリティカルケア看護学分野 

      本間 洋輔 千葉市立海浜病院 

研究協力機関 公益財団法人日本 AED 財団 

 

研究要旨 

愛知県尾張旭市、千葉県柏市及び奈良県奈良市にて 119 番通報を受信した通信指令員が心

停止を疑った際、事前に登録された心停止現場付近にいる登録ボランティアへ心停止の発生

情報と周辺の公共 AED の情報を伝達し、速やかに AED を現場に届ける AED 運搬システム

の実証実験を継続的に実施している。本研究では、AED 運搬システムの運用データの解析を

通じ、同システムの全国展開に向けた課題について検討した。 
尾張旭市では、令和 6 年度に 24 件システムの起動があり、19 件でボランティアが行動し

た。柏市では、46 件 AED 運搬システムの起動があり、18 件で登録ボランティアが実際に救

命行動をとった。奈良市では、システムの適応事例 58 件中、システムが起動した事例は 35
事例であり、ボランティアが行動を起こした事例は 19 件得られ、起動実績、ボランティア

の行動実績の改善が見られた。しかし、いずれも救急車よりも早くボランティアが現場に到

着した事例や AED が活用された事例はなかった。いずれの組織においても積極的に活動し

てくれるアクティブな登録ボランティア数が不足していると考えられた。ボランティアの活

動を可視化する仕組みの導入等を行ったが効果は限定的であった。 
R7 年度には、大津市、大阪南への導入に加え、大阪関西万博での導入が決定し、今年度は

その準備・調整を並行して行った。各都市での課題整理、万博での実証を踏まえ、全国の消

防・自治体への実装、普及を目指している。同様のシステムは蘇生ガイドラインでも強く推

奨され、世界各国で導入・実装が進んでおり国際的な調査も進め、わが国での導入に向けた

課題整理を進める。 

 

A．研究目的 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのスマートフォンアプリ（以下アプリ）

へ心停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を

伝達することで、速やかに AED を現場に届ける

心停止発生通知システムの運用実績の解析によ
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り、AED の使用促進に繋げるための課題につい

て検討すること 
 

B．研究方法 

研究デザイン：ケースシリーズ 
セッティング： 
愛知県尾張旭市（面積 21.03 km2、人口 83,904 人） 
千葉県柏市（面積 114.74 km2、人口 430,032 人） 
奈良県奈良市（面積 276.9 km2、人口 348,085 人） 

 
対象：AED 運搬システムの起動対象症例 
・尾張旭市：反応がなく普段どおりの呼吸が確

認できない症例 
・柏市：公共の場所で発生した反応のなかった

症例（心停止疑いを含む） 
・奈良市：7~22 時の間に、老健施設以外で発

生した目撃のある心停止疑い事例 
・除外基準：登録ボランティアの安全が確保で

きないと判断される症例 
 

測定項目： 
消防機関の救急蘇生統計：市民による心肺蘇生

実施の有無 
AED運搬システム：登録ボランティア数、AED

運搬システムの適応症例数、ボランティアのシス

テムへの反応状況、心停止現場での情報、管理シ

ステムに記録される GPS 情報（尾張旭のみ）、ボ

ランティアのアンケート回答結果 
 
（倫理面への配慮） 

京都大学 医の倫理委員会 R0220-3 「AED
要請アプリケーション導入効果の検証（パイロッ

ト研究）」における研究の一環として、柏市、尾

張旭市が収集し匿名化された情報を集計した。 
 

C．研究結果 

尾張旭市では、令和 6 年 4 月から令和 7 年 3
月までに、24 件システムの起動があり、19 件で

ボランティアが行動した。救急車よりも早くボラ

ンティアが現場に到着した事例やAEDが活用さ

れた事例はなかったが、ボランティアが AED を

取得した事例は 1 件、ボランティアが現場に到着

した事例 1 件を認めた。ボランティア数は、505
名まで増加した（表１）。なお、指令台の合併に

伴い、2025 年 1 月 23 日以降は自宅での発生事

例がシステムの起動対象外となった。 
柏市においては令和 7 年度も前年度までと同

様にシステムが運用された。地元のプロスポーツ

チームとの連携や、ショッピングモールでのイベ

ントの実施等を通じて積極的にボランティアの

募集を行い、令和 7 年 3 月時点で 2401 名までボ

ランティアの数を伸ばした。令和 6 年 4 月から

令和 7 年 3 月までに、46 件 AED 運搬システム

の起動があり、18 件で登録ボランティアが実際

に行動に移した（表２）。登録ボランティアが救

急車よりも早く到着した事例はなかったが、

AED 取得事例が 2 件あり、4 件で現場に登録ボ

ランティアが到着していた。 
奈良市では、令和 6 年 4 月から令和 7 年 3 月

にかけて、日本赤十字社の連携やイベント、講習

会でのボランティア募集を積極的に行い、令和 7
年 3 月時点で 313 名のボランティアが登録され

た。システムの適応事例は 58 件あり、システム

が起動した事例はそのうち 35 事例であった。ボ

ランティアが行動を起こした事例は 11 件得られ

た（表３）。 
システムの改修としては、令和 6 年 10 月、救

命活動に伴うポイント付与と総合ポイントによ

るランキングの実装を行った。登録ボランティア

へのアンケート結果を踏まえ、Ｑ＆Ａの実装を行

い仕組みの改善に取り組んだ。 
大津市消防局、大阪南消防局への同システムの

導入に協力し、令和 7 年度から両地域で運用され

る運びとなった。また、令和 7 年 4 月から開催

される、大阪関西万国博覧会においても、同シス

テムによる救命体制が整備されることになり、こ

れまでの同システムの運用で培ったノウハウを

60



用い、博覧会協会及び大阪市消防局と協力しなが

ら大阪・関西万博における AED の適正配置の検

討と同システムの実装準備を進めた。 
 

D．考察 

尾張旭市・柏市・奈良市においてシステムの運

用を継続したが、未だいずれの組織においても救

命事例の獲得には至っていない。原因として、積

極的に活動してくれるアクティブな登録ボラン

ティア数が不足していると考えられる。今年度は、

登録ボランティアへのアンケート結果を踏まえ、

Ｑ＆Ａの実装と、自身の活動がアプリ上に可視化

されるランキングの実装を行ったが、その効果も

限定的であり、新規導入地域や大阪・関西万国博

覧会での奏功事例の獲得を通じ、アクティブなボ

ランティア募集につなげていく必要がある。 
R5 年度にシステムを新規導入した奈良市は、

導入後はシステムへの適応がある事例へ実際に

システムが起動する割合が低かったが、その後起

動割合は改善傾向しており、定期的な検証が可能

な体制によって、運用実績を積んだ成果が表れて

いる。 
R7 年 4 月の大阪・関西万博開催に向け、本シ

ステムの展開準備を進めた。これまで小規模及び

中核都市を対象としてアプリを開発し、3 都市で

社会実装してきたが、万博のようなイベントを対

象とした取り組みは新しい挑戦となる。2005 年

に愛知県で開催された愛・地球博においては

AED を網羅的に配置し、会期中に 5 人の心停止

が発生し、うち 4 人の方が AED によって社会復

帰されており、大規模イベントにおける AED の

効果が示された。大阪・関西万博では 1 日あたり

15 万人程度の来場者が予想されており、会期中

には一定数の心停止が発生することと、AED の

設置場所を把握しにくい非日常の環境であるこ

とに加え、ピーク時には混雑も重なり AED の活

用可能な範囲が通常よりも縮小する可能性が考

えられる。また、こうしたイベントにおいては、

アクティブなボランティア（イベントスタッフを

含む）を十分な人数揃えることが期待でき、同シ

ステムが奏功する可能性も高いと考えられる。

R7 年度にはシステムの運用状況の評価体制を整

えて PDCA サイクルを回しつつ改善できる体制

を整える。 
都市での運用を想定し、本研究で検討を進めて

いる AED 運搬システムと似たシステムとして、

公益財団AED財団によってスポーツなどのイベ

ント時に予め登録したボランティアにイベント

発生を伝えAEDをもって救助に協力していただ

くことを目的としたアプリ RED SEAT が開発さ

れ、R6 年度から実証実験が進められている。こ

のアプリは、多くの人が集まるイベントにおいて、

イベント主催者が任意のボランティアを登録し、

心停止の可能性がある事例の発生と場所を共有

する仕組みである。イベント主催者による事例発

生発報が基本であり、消防指令との連携が前提と

はなっていないほか、屋外であればスマートフォ

ンの GPS 機能を用いるが、屋内の大規模イベン

トであれば会場の図面を用いて心停止の発生場

所を共有するなどイベントの性質に合わせて運

用をアレンジできるシステムとなっており、既に

東京マラソンをはじめとした各イベントで活用

され実績を積んでいる。RED SHEAT のノウハ

ウは、AED 運搬システムにも転用できる可能性

があり、今後も情報を収集していく。 
3 都市＋2 都市での課題整理、万博での実証を

踏まえ、全国の消防・自治体への普及を目指して

いる。同様のシステムは蘇生ガイドラインでも強

く推奨され、世界各国で導入・実装が進んでおり

国際的な調査も進めわが国での導入に向けた課

題整理を進める。 

 

E．結論 

AED 運搬システムの継続運用を進めているが、

いまだ救命事例の獲得には至っていない。登録ボ

ランティアの増加を加速する仕組みとボランテ
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ィアのモチベーションを上げる仕組みを取り入

れ、アクティブ度を上げる必要がある。 
 

F．研究発表 

木口雄之、島本大也、本間洋輔、石見拓：パネ

ルディスカッション「ICT を用いた AED の効果

的な活用について」．第 27 回日本臨床救急医学

会総会・学術集会，鹿児島，2024 年 7 月． 
 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『AED の適切な利用環境の構築に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

市民による BLS 実施の阻害因子、教育手法との関連についての検討に関する研究 

 

研究分担者 西山 知佳 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻先端中核看護科学講座 

            クリティカルケア看護学分野 

 

研究要旨 

【背景と目的】 院外心停止患者に対するバイスタンダーによる心肺蘇生（バイスタンダー

CPR）は、生存率向上のために極めて重要である。これまでの研究では、女性患者が男性患

者よりもバイスタンダーCPR を受けにくいとされ、その要因として社会的・心理的な障壁が

指摘されてきた。しかし、これらの研究の多くは患者の性別に焦点を当てており、バイスタ

ンダーの性別との組み合わせについては検討されていなかった。本研究では、心停止患者と

バイスタンダーの性別の組み合わせがバイスタンダーCPR の実施割合に与える影響を、自宅

と自宅以外の場所別に明らかにすることを目的とした。  
【方法】 2016 年から 2024 年に大阪府豊中市で発生した全ての内因性院外心停止患者 1,568
例を対象にした。患者およびバイスタンダーの性別の組み合わせを 4 群（女性×女性バイス

タンダー、女性×男性バイスタンダー、男性×男性バイスタンダー、男性×女性バイスタン

ダー）に分類し、自宅および自宅以外の場所ごとに患者背景、バイスタンダーによる救命行

動、転帰（1 ヶ月後生存および良好な神経学的予後）を解析した。 
【結果】 自宅での心停止は全体的に高齢であり、「女性×女性バイスタンダー」の年齢中央値

（85 歳）は特に高かった。自宅におけるバイスタンダーCPR 実施割合は性別の組み合わせ

間で有意差があり、同性の組み合わせ（57.5%［男性×男性バイスタンダー］、56.9%［女性

×女性バイスタンダー］）が、異性の組み合わせ（44.2%［女性×男性バイスタンダー］、41.6%
［男性×女性バイスタンダー］）より高かった（p<0.001）。自宅以外の場所では、性別の組

み合わせによるバイスタンダーCPR の実施割合の違いは見られなかった（58.0%［男性×女

性バイスタンダー］、57.1%［女性×女性バイスタンダー］、55.1%［男性×男性バイスタン

ダー］、54.1%［女性×男性バイスタンダー］、p=0.979）。自宅、自宅以外を問わず、性別の

組み合わせによる 1 ヶ月後生存割合や神経学的予後良好割合には差が認められなかった。 
【結論】 心停止患者とバイスタンダーの性別の組み合わせによるバイスタンダーCPR 実施割

合の差は、自宅内であったが自宅以外ではなかった。自宅で異性の組み合わせにおいてバイ

スタンダーCPR 実施割合が低かった原因は、心停止患者とバイスタンダーの関係性やバイス

タンダーの年齢、他の救助者がない環境が影響したのかもしれない。また自宅外で性別差が

見られなかったことは、豊中市における学校教育を中心とした積極的な CPR 講習会の効果

や解析対象数によるものと考えられる。研究対象地域の特性なのか、日本の他の地域でも見

られる傾向なのかを検討する必要がある。 
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A．研究目的 

心停止患者とバイスタンダーの性別の組み合

わせがバイスタンダーCPR（cardiopulmonary 
resuscitation）の実施に与える影響を、自宅およ

び自宅以外の発生場所に分けて検討することを

目的とする。 

 

B．研究方法 

1）研究デザイン 
前向きコホートによる記述研究 

2）セッティング 
大阪府豊中市は、人口は 406,836 人（2024 年

1 月 1 日時点）、人口 1200 万人を有する大阪都市

圏を構成する都市のひとつである 1。65 歳以上の

住民が人口に占める割合は 25.8%（2024 年）で

あり、年々高齢化が進んでいる 1。豊中市内には

10 か所の消防署と１か所の指令室があり、全部

で 17 台の救急車を所有している 2。覚知から現

場到着までの平均所要時間は 7.1 分と全国のそ

れよりも短い 3。 
3）介入 
豊中市では胸骨圧迫と人工呼吸、 AED

（automated external defibrillator）の使い方を

学ぶ 3 時間もしくは 8 時間の CPR 講習（従来型

の人工呼吸付き CPR 講習）を、企業や行政組織、

介護施設などの地域住民に実施してきた。これら

の講習に加えて、2010 年からは胸骨圧迫と AED
の使い方を学ぶ 45 分間の CPR 講習（短時間の

胸骨圧迫のみの CPR 講習）を開始した。日本国

内ではこれまで、学校教育において網羅的に

CPR 講習を実施している地域はほとんどなかっ

たが、行政組織の豊中市と協力し、市内にある公

立の小学 5・6 年生、中学生のすべてにこの講習

を計画的に導入した。こうした方策により、毎年

全人口の 4-5%にあたる地域住民に CPR 講習を

実施することを試みている 4, 5。令和 5 年度の講

習会者数は、20,385 名であった 2。 

4）対象者 
2016 年から 2024 年に大阪府豊中市全域にお

いて発生した心停止のうち、救急隊員による蘇生

処置が行われた全ての内因性院外心停止患者を

対象とした。なお、救急隊員により目撃された心

停止、老人ホームで発生した心停止、内因性以外

の心停止患者を解析から除外した。 
5）データ収集項目と方法 
豊中市消防局がウツタイン様式に沿って収集

している救急活動記録から、患者性別、年齢、

ADL（activities of daily living)、目撃、発生場

所、口頭指導による CPR、公共の AED による電

気ショック、初期波形、心停止の原因、覚知から

救急隊による CPR までの時間、バイスタンダー

CPR、発症 1 か月後生存、発症 1 か月後神経学

的予後良好な生存を収集した。神経学的予後良好

な生存はCPC （cerebral performance category)
の 1 または 2 に該当するものとした。 
バイスタンダーに関する項目は、性別、救命処

置の実施有無、バイスタンダーの人数、バイスタ

ンダーの胸骨圧迫の質を救急活動記録の項目に

加え収集した。バイスタンダーの胸骨圧迫の質は

救急隊員が現場でバイスタンダーが行っている

胸骨圧迫を目視して次にあげる項目を評価、収集

した。評価項目は胸骨圧迫の位置（正確：乳頭を

結んだ中点/不正確：それ以外）、胸骨圧迫の回数

（過小：＜100/分、正確：100-120/分、過多：≧

120/分）、胸骨圧迫の深さ（正確：≧4 ㎝、不正

確：それ以外）とした。3 つの評価項目すべての

項目が正確と判断された症例を、バイスタンダー

による正確な胸骨圧迫の実施ありと定義した。 
6）評価項目 
主要評価項目はバイスタンダーCPR の実施割

合、副次的評価項目は、発症 1 か月後生存割合と

発症 1 か月後神経学的予後良好な生存割合とし

た。 
7）統計解析 
心停止発生場所（自宅または自宅以外）別に、

66



患者の性別およびバイスタンダーの性別の 4 つ

の組み合わせ毎に、心停止患者背景、バイスタン

ダーの救助行動、心停止患者転帰を検討した。連

続変数は中央値と四分位範囲を、カテゴリカル変

数は度数と割合を記した。すべての統計解析は両

側検定で有意水準を 0.05 とし、SPSSVers.27J
（IBM Crop. Armonk, NY）を使用した。 

 
（倫理面への配慮） 

本研究は京都大学大学院医学研究科の倫理委

員会による承認のもと、実施機関長の実施許可を

得て行った（R2790）。院外心停止患者に関する

記録については、消防本部が通常業務として記録

している行政資料であり、個人を識別できる情報

を含まない部分について情報公開法に基づく情

報公開の対象となっている。すなわち、資料とし

て既に匿名化されており個々の対象者から同意

を得ることはできない。 
 

C．研究結果 

1）解析対象者 

研究期間中に 3,970 例の心停止が発生した。救

急隊員による蘇生処置が行われなかった 79 例、

救急隊による目撃された 214 例、老人ホームで

発生した 713 例、内因性以外の 548 例を除いた

1,716 例を対象とした。なおバイスタンダーの性

別情報がなかった 148 例を除き、1,568 例を解析

対象とした（図１）。 
 

2）心停止患者背景（表１） 

自宅で心停止が発生した患者は、全体的に高齢

であり、特に「女性×女性バイスタンダー」で年

齢の中央値が高く（85 歳）、75 歳以上の割合

（ 83.9% ）が他の群と比較して高かった

（p<0.001）。目撃されていた割合は「男性×女

性バイスタンダー」で高く（42.3%）かつ、その

ほとんどが家族によって目撃されていた。 
自宅以外で発生した心停止患者では、「女性×

女性バイスタンダー」で年齢の中央値が高く（81
歳）、「男性×男性バイスタンダー」は最も若く中

央値で 66 歳であった。 
 

3）バイスタンダーの救命行動（表１） 

自宅での心停止において、バイスタンダー

CPR の実施割合は、「男性×男性バイスタンダ

ー」で最も高く（57.5%）、次いで「女性×女性

バイスタンダー」（56.9%）であった。「男性×女

性バイスタンダー」で最も実施割合が低かった

（41.6%）（p<0.001）。バイスタンダーによる応

急処置実施割合、正確な胸骨圧迫の実施も同様の

傾向であった。バイスタンダーが 1 人であった割

合は、「女性×男性バイスタンダー」が最も高か

った（75.1%）。 
自宅以外での心停止では、「男性×女性バイス

タンダー」で最も実施割合が高かったが（58.0%）、

性別の組み合わせ別でその差はなかった

（p=0.979）。バイスタンダーによる応急処置実

施割合、正確な胸骨圧迫の実施、市民による電気

ショックの実施においても同様に性別の組み合

わせ別でその差はなかった。 
 

4）心停止患者転帰（表１） 

自宅および自宅以外いずれにおいても、性別の

組み合わせで1ケ月生存や神経学的予後良好な1
ケ月生存に差は見られなかった。自宅に比べると、

自宅以外で発生した心停止患者が 1 ケ月後生存

している割合が高かった。 

 

D．考察 

本研究では、心停止患者とバイスタンダーの性

別の組み合わせがバイスタンダーCPR の実施に

影響を与えるか検討したところ、自宅では性別の

組み合わせによって実施割合が異なっており、同

性の組み合わせよりも異性の組み合わせで割合

が低かった。しかし自宅以外の場所で発生した心

停止においては、性別の組み合わせによって違い
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が認められなかった。 
自宅において性別の組み合わせがバイスタン

ダーCPR の実施割合の違いを生み出した原因は、

性別ではなくバイスタンダーの年齢や患者との

関係性かもしれない。心停止患者とバイスタンダ

ーの性別の組み合わせにおいて、同性が想定され

る関係性は、親子関係（例：母・娘、父・息子）

と想定される。心停止患者の年齢の中央値を鑑み

ると親が心停止を起こし、子どもがバイスタンダ

ーになっている可能性が高い。バイスタンダーに

よる正確な胸骨圧迫の実施割合が、同性の組み合

わせで高い理由も、このことで説明がつくかもし

れない。異性の組み合わせは、夫婦または異性の

子どもという関係性が想定される。バイスタンダ

ーの年齢データがないので限界ではあるが、心停

止患者の年齢の中央値を鑑みるとバイスタンダ

ーになり得る配偶者の年齢も当然高齢であるこ

とが容易に想像できる。先行研究において、家庭

内での心停止で配偶者がバイスタンダーとなる

場合では身体的・心理的制約が原因でバイスタン

ダーCPR の実施割合が若干低下すること 6、家庭

内の心停止におけるバイスタンダーCPR 実施割

合が公共の場に比べて低いことが報告され、バイ

スタンダーの年齢がその要因であることが指摘

されている 7。女性が CPR を受けにくい理由と

しては、「服を脱がす」などの心理的な抵抗感や

胸部を直接圧迫することに対する躊躇、社会的・

文化的・宗教的要因が挙げられている 8。しかし

自宅内での家族の心停止においてこのような抵

抗感を抱くことは極めて低いと考える。自宅内で

心停止が発生した際に、バイスタンダーが１人し

かいなかった割合が高いことも踏まえると、異性

の組み合わせによる躊躇ではなく、バイスタンダ

ーの年齢が CPR を実施できなかった要因に影響

していたのではないかと考える。 
自宅以外において性別の組み合わせによって

バイスタンダーCPR の実施割合に違いがなかっ

た理由は、研究対象地域での積極的な心肺蘇生講

習会の効果、解析対象集団によるものかもしれな

い。豊中市は 2010 年から短時間の胸骨圧迫のみ

の CPR 講習を従来型の人工呼吸付き CPR 講習

に上乗せし、学校を中心に積極的に展開している。

子どもの頃から講習会を受けることでその教育

の浸透度が高く、幼少期に獲得した知識やスキル

は性別に関係なく救命行動が「当たり前」のもの

として行われているのかもしれない。今後、他の

地域でも心停止患者とバイスタンダーの性別の

組みあわせ別にバイスタンダーCPR 実施割合を

評価することで、今回の結果が豊中市の特性であ

るのか、日本の他の地域でも見られる傾向なのか

を検討する必要がある。 
先行研究では、若年層の自宅以外での心停止に

おいて、女性が救命処置を受けにくいと言われて

いる 9。今回は発生場所別に検討したが、自宅外

で発生していた 18 歳から 64 歳までの症例が 57
例しかなかったため、年齢別に分けて検討するこ

とができなかった。年齢別に検討することができ

なかったため、性別の組み合わせの違いがみられ

なかったことは否めない。今後、症例数を増やし

検討する必要がある。 
本研究にはいくつかの制限がある。第一にデー

タは特定の地域（豊中市）に限定されており、他

地域への一般化には注意が必要である。第二に、

バイスタンダーCPR の質の評価は、救急隊員の

目視に頼っており、客観的評価とは言えない。た

だ我々は評価する救急隊員に事前に評価テスト

を行い、評価者の質を均一化する工夫をおこなっ

た。第三に、心停止現場に複数名人がいた場合、

CPR を主に行っていた人をバイスタンダーとし

た。他のバイスタンダーの情報は測定できておら

ず、救命現場全体のバイスタンダーの行動を評価

することは出来ていない。第四に、バイスタンダ

ーの背景情報である、年齢や心停止患者との関係

性、職業、過去の CPR 講習会受講歴については、

欠測が多く今回検討することができなかった。混

乱した救急現場では情報取集に限界がある。 
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E．結論 

心停止患者とバイスタンダーの性別の組み合

わせによるバイスタンダーCPR 実施割合の差は、

自宅内では認められたらが、自宅以外ではなかっ

た。 
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2016年～2024年
全心停止（n=3,970）

救急隊により
蘇生処置が行われた内因性心停止

（n=1,716）

救急隊による
蘇生処置なし（n=79）
救急隊目撃（n=214）
老人ホーム・医院（n=713）
内因性以外（n=548）

解析対象
（n=1568）

バイスタンダーの性別情報なし（n=148）

図1．解析対象者
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『AED の適切な利用環境の構築に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

小児・乳児における心停止に関する研究 

 

研究分担者 太田 邦雄 金沢大学医薬保健研究域 医学教育学 

研究協力者 岩崎 秀紀 金沢大学附属病院 周産母子センター 

      清水 直樹 聖マリアンナ医科大学 小児科学 

      新田 雅彦 大阪医科薬科大学 医療安全部 

 

研究要旨 

日本小児循環器学会小児循環器専門医修練施設を対象に行った小中高校生の心原性院外心

停止症例の全国調査（対象期間：2017 年〜2021 年）は、本研究班で構築した web 登録シス

テムを通じて 24 例が二次登録された。年齢中央値 11 歳、男児 78%。目撃ある心停止が 96%、

その全例でバイスタンダーCPR が施行され、バイスタンダーAED が 84％に施行、神経学的

予後良好例が 75％であった。学校での発生が 12 例 50％であり、いずれも目撃ある心停止で

あり、バイスタンダーCPR と AED が施行され、神経学的予後は良好であった。 
本データベースを用いてフォロー歴の有無による違いを検討した。フォロー歴あり８例の

内訳は、先天性心疾患２例（心室中隔欠損症術後、左心低形成術後）、肥大型心筋症２例、心

筋緻密化障害１例、QT 延長症候群１例、J 波症候群の疑い１例、卵円孔開存１例であった。

発生時状況は運動中・直後が 2 例、歩行時２例、睡眠中２例、安静時１例、登下校中１例で

運動中・直後以外が多くを占めた。フォロー歴なし 16 例中、学校発生例は８例でうち７例

が運動関連であった。２例で心臓検診精密検査が行われ、管理不要との診断を受けていた。

更なる症例の解析により、児童生徒の院外心原性心停止の病因の解明, 予測法, 治療法の確

立を目指したい。 

 

本研究班で構築した児童生徒の院外心停止登

録研究 WEB 登録システムによるデータベース

を用いて解析した。 
 

A．研究目的 

(1) 児童生徒の院外心原性心停止の病因の解

明  
(2) 学校心電図検診の精度の向上  
(3) 致死性の不整脈性疾患の臨床像の解明, 予
測法, 治療法の確立 

今年度はフォロー歴の有無による差異に焦点

を当てて解析した。 
 

B．研究方法 

日本小児循環器学会小児循環器専門医修練施

設・修練施設群内修練施設を対象にしたアンケー

ト調査 
対象期間：2017 年 1 月 1 日から 2021 年 12 月

31 日 
調査内容： 
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１）基本情報：都道府県、性別、年齢、学年 
２）イベント情報：年月、時間、場所（学校内

の場所）、発症状況（運動との関連） 
３）発症状況：目撃者の有無、心肺蘇生者、

AED 使用の有無、使用者、発症から AED
使用までの時間、AED 使用回数 

４）予後：自己心拍再開の有無、時期、生命予

後（１ヶ月生存）、２次予防の治療、１ヶ月

時の神経学的予後 
５）疾患情報：最終診断名、診断方法、既往歴、

家族歴、前兆、学校心臓検診での異常の指摘

の有無、学校での管理区分、過去の学校心電

図の検討の有無、内容 
（倫理面への配慮） 

後方視的観察研究であり、氏名、学校名など個

人情報を収集せず、施設 HP 等で研究計画とオプ

トアウトを周知した。金沢大学医学倫理委員会の

承認を得て実施した。 
 

C．研究結果 

24 例が登録された。年齢中央値 11 歳、男児

78%。目撃ある心停止が 96%、その全例でバイ

スタンダーCPR が施行され、バイスタンダー

AED が 84％に施行、神経学的予後良好例が 75％
であった。 

心停止発生時にフォロー歴ありは８例、フォロ

ー歴なしは 16 例と 3 分の２はフォロー歴がなか

った。 
フォロー歴あり８例の内訳は、先天性心疾患２

例（心室中隔欠損症術後、左心低形成術後）、肥

大型心筋症２例、心筋緻密化障害１例、QT 延長 

症候群１例、J 波症候群の疑い１例、卵円孔開存

１例であった。発生時状況は運動中・直後が 2
例、歩行時２例、睡眠中２例、安静時１例、登下

校中１例で運動中・直後以外が多くを占めた。 
フォロー歴なし 16 例中、学校発生例は８例で

うち７例が運動関連であった。 
フォロー歴の有無と管理区分を表に示す。フォ

ロー歴ありの 8 例中運動制限のある管理区分 C
１例、D３例、E 可３例であった。D で管理中の

肥大型心筋症例は運動直後の発生例であったが、

その他の６例は睡眠時を含む非運動関連時であ

った。 
フォロー歴なし 16 例中の２例で心臓検診精密

検査が行われ、管理不要との診断を受けていた。

肥大型心筋症で管理区分 C の例では、フォロー

されていないとの回答があったが、詳細は不明で

あった。 
 

表 心停止発生時の学校生粥管理区分 
フォロー歴 あり(8例) なし(16例) 

管理不要 1 2 

E可 3  

D 3  

C 1 1 

精検不要  13 

 
 

D．考察 

心停止発生時にフォロー歴のある児童生徒が

24 例中８例、フォロー歴のない児童生徒が 16 例

であり、3 分の 2 にフォロー歴がなかった。この

ことはリスク因子の有無に関わらず、誰もが学校

における心停止対策の対象となりうることをあ

らためて示している。フォロー歴ありでは運動関

連発生例が１例であり、フォロー歴なしの７例に

比較して少ないと言え、管理が適切であったこと

が示唆された。またフォロー歴なし 16 例中 2 例

は、心臓検診精密検査の結果管理不要と判定され

ており、さらなる解析が必要と考えられた。 
 

E．結論 

心停止発生時にフォロー歴のない児童生徒が

24 例中 16 例を占めた。更なる症例の解析により、

児童生徒の院外心原性心停止の病因の解明, 予
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測法, 治療法の確立を目指したい。 
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